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海洋工学連絡会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発してゆく開発工学が対

象とする範ちゅうは極めて広範なものであります。

従来、既存の工学諸分野がそれぞれの伝統分野内の海洋工学について学問や技術の進歩を

進め、多大の成果を上げてまいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡大してゆくには、

より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目標に挑戦してゆくことが必要であり、

このためには広範な既存工学分野の有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の発展、

関係の深いハイテクを取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となります。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に沿った活動をする

ために、「海洋工学連絡会」を昭和６３年１月２６日に設立致しました。

本会当面の活動は、共同調査、情報交換を行い、年２回の集会を開催することであり、現

在までに「今後の海洋開発に対する期待と各工学分野の役割」、「海洋開発における境界領

域(その１）」、「海洋開発における境界領域(その２）」というテーマで３回の活動報告会を

行い、続いて１０回の海洋工学パネルを開催してまいりました。

今後、さらに海洋工学に関係の深い学協会に参加を呼び掛け、充実した構成にしたいと考

えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします。

(社）日本造船学会、（社）日本建築学会、（社）日本資源・素材学会

(社)土木学会、（社）日本鉄鋼協会、石油技術協会、日本水産工学会
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第１１回海洋工学パネル閉会の辞

只今ご紹介いただきました、当海洋工学連絡会の委員長を務めておりま

す、佐久田でございます。恒例でございますので、開会にあたりまして

一言ご挨拶と思います。

本日はお忙しいところ、今回は第１１回でございますが、海洋工学パ

ネルにご出席いただ

きましてまことにありがとうございます。この海洋工学連絡会の趣旨に

つきましては、毎回説明しているわけでございますが。繰り返しますと、

海洋工学に関係の深い、造船・建築・土木・資源素材・鉄鋼・石油．水

産。順不同でございますが、このような７つの分野の学協会が横に連絡

し合いまして、境界領域の問題や各分野共通の問題に対処しまして、併

せてそれぞれの分野の技術を深めるということに役立てばというので、

昭和６２年、ちょうど８年前でございますが。準備会がスタートしまし

て、６３年に結成いたしまして、発足したわけでございます。本日のよ

うなこの集まりも、はじめの活動報告会、その後のこのような工学パネ

ルというのを合計いたしますと、通算で１４回ということになるわけで

ございます。年に２回というような開催のピッチになっております。本

日の講演会のテーマといいますのは、ご案内のように「海洋構造物の信

頼性工学」というようなテーマになっておりますが、これは去年の暮れ

に私ども運営委員会というところでいろいろ議論して決めたテーマでご

ざいますんですが。たまたま非常に不幸なことでございますが、阪神の

方で地震により大きな被害を受けました。私どもにとっては、今まで起

こり得ないとされてきましたことが、実際に様々な形で大きく、また思

いがけない形ででてきたわけでございまして、私どもは犠牲者の方々５

千名以上という数字になっておりますんですが、心から哀悼の意を表し

たいと思いますと共に、被災者の方々と数十万人という被災者の方々に

は心からお見舞い申し上げる次第でございます。私ども技術者にとりま

しては、改めて技術の見直し。具体的には外力評価と設計の考え方、災

害への対応というようなことなぞ、工学的に技術的に根本的な論理的な

構築の見直しというところまで問われているようでございます。本日の

佐久田
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テーマの目指すところは、構造物の資産評価という非常に経済的な影響

というのが大きいことまでも含めるというような形でございまして、大

きな課題に取り組んでいると、このように私どもは本日のテーマを考え

ております。ましてや、私どもの専門と致します、「海洋」ということ

につきましては、技術的にも構造物としてもまだまだ歴史が浅そうござ

います。陸上における構造物のいろいろな見直しということ以上に私ど

もは勉強していかなければいけないと、このように密かに考えるわけで

ございますが。またその海洋構造物の成果というものを陸上の方へ好ま

しい影響を及ぼすというふうにも考えていきたいと思っております。本

日は、各分野の方々から現状におけるテーマの考え方、取り組み方など

につきまして、ご案内のようなプログラムでお話を頂き、その後討議と

いう手順で進めていきたいと、こう思っております。皆様方の活発なご

議論というものを期待しております。本日お話しいただく先生方には非

常にご多忙のところ、わざわざ事前に原稿までご用意いただきましたこ

とを感謝いたします。皆様方には、本日の討論を含めまして、後日報告

書に取りまとめまして、そして皆様方に郵送申し上げるというような手

順になっておりますのでよろしくお願いいたします。

今までのパネルというのは、先ほど若干触れましたように、アップ

ツーデートなテーマを取り上げてまいりましたんですが、今後のこの

ような海洋工学連絡会の運営法というのにつきましては、前回皆様方か

らアンケートを頂戴いたしております、アンケートの内容というものを

十分尊重し、また参考にしながら引き続き検討していきたいと思ってお

りますのでよろしくお願いいたします。またここで若干申し上げたいと

思いますのは、アンケートの中でこの会の経費がどのようになっている

かというのが実はご質問もございました。若干説明していただきますと、

当初設立昭和６３年でございましたんですが、設立にあたりまして、造

船・建築・資源素材・土木とこの４つの学会から２０万円ずつ頂戴いた

しております。鉄鋼・石油・水産の各学協会から１０万円、合計１１０

万円を基本資金として出していただきまして、そしてスタートしたわけ

でございます。その後このようなパネルの開催のため、年々基本資金の

取り崩し傾向というのがございましたんですが、現在のような形、いろ

いろ運営委員の皆様方、また皆様方のご工夫によりまして変わってまい

りましたんですが、国際会議の関わった時の運営委員の方々の個人手当
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というものも一部持ち寄ったような格好でパネルのまた会費の値上げ、

いろいろなことを総合いたしまして、現在はほぼ当初と同じ残金といい

ますか、基本資金というものを維持しているわけでございます。しかし

これは私ども運営委員会の他、皆様方の手弁当でやってきておりますん

ですが、このようなパネル、海洋工学連絡会にとりましてはメインのイ

ベントというものは参加者が１００名を下回りますと、残念ながら赤字

になりそうでございます。この点はですね、皆様方のご協力で何とか現

在のところつじつまを合わせてきているというようなところもございま

す。一つご出席の皆様方の今後のご協力というのをお願いする次第でご

ざいます。

それからまたつけ加えさせていただきますと、私佐久田は、この会の

委員長を前の委員長の造船学会の吉田晃一郎先生の後を受けまして、３

年間努めさせていただきました。パネルは第６回から本日の第１１回と

いうのまで、６回でございましたが努めてまいりましたんですが、次回

からはこれは規約によりまして、資源素材学会の岡野先生、東京大学の

岡野先生にバトンタッチということになりました。このことをご報告い

たしまして、これまで頂きましたいろいろなご協力、ご支援に改めて感

謝いたしまして、私のご挨拶と致します。

どうも本日ご出席ありがとうございました。
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Ｌ信頼性工学に関する研究一航空機の安全性評価

(航空宇宙研究所機体部実験強度研究室

室長朝田洋雄）

２海洋構造物へのＩＳＯ９０００の適用について

(日本海事協会本部品質ｼｽﾃﾑ審査室

技師鈴木孝雄）

3．海洋建築物の安全性・居住'性評価と信頼性工学

(名古屋大学工学部建築学科

教授 松井徹哉）

総合討論（１）
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1．信頼性工学に関する研究一航空機の安全性評価

(航空宇宙研究所機体部実験強度研究室

室長朝田洋雄）

１．はじめに

輸送機の構造は他の構造と比較して、有効重量の増加、高速化、低燃費、高飛行性

等を満たすために軽量化が厳しく要求きれるが、その一方では事故を防ぐために高い

安全'性も要求されるため、経済性との調和が重要な課題になっている。軽量化を追求

する結果として疲労損傷が発生し易い構造となり、それによる致命的な破壊を防ぐた

め、諸々の方法が開発きれ、また実用化きれてきた。保守整備（検査、改修）により

安全'性を確保していることはこの構造の特徴の一つであり、安全性を評価する－つの

方法である信頼性解析が実用化きれ、また最も研究されている分野であると思われる。

本文では、輸送機構造の設計、試験、及び運航から見た、材料、荷重、静強度、疲

労、残留強度、及び保守整備の中で考慮する確率要因と信頼'性評価に関する幾つかの

主要な課題について紹介する。

２．輸送機構造の設計、試験、及び運航

安全'性を評価することが必要な１次構造に関する、設計、試験、運航から見た流れ

を示すと図lのようになる。詳細な説明は後述するとして、各々の段階でどのように

信頼性評価及びそれに準じた評価が使われているかについて、その概要を紹介する。

１次構造についてはまず静強度を検討し、そこでは安全率（Safetyfactor）が使われ

る。それに次いでセーフ・ライフ設計を適用するか、またはダメジ・トレランス設計

を適用するかについて検討する。

セーフ・ライフ設計はダメジ・トレランス設計の適用が不可能であることが確認き

れた構造部位に使うことができ、輸送機では前・主脚に対してのみこの設計を用いて

いる。これは単一荷重経路構造であり、検査によって発見できる亀裂長に達する以前

に制限荷重で破壊する危険亀裂長になる。安全`性を保証するために疲労寿命安全率

（Scatterfactor、バラツキ係数）が用いられている。追記として、疲労試験に際しても

周知のようにこのバラツキ係数が使われる。

従来のフェール・セーフ設計が構造の冗長性に重点を置いているのに対して、ダメ

ジ・トレランス設計はそれに加えて検査により損傷を発見して修理することにより安
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全`性を高めることを要求していて、現在の設計法の主流になっている。そのために、

適切な検査プログラムを作成する必要になる。この構造様式を大きく分けると、単一

荷重経路構造と多重荷重経路構造になる。前者は、検査により損傷を発見することに

よりダメジ・トレランス性を満たす構造であり、遅い亀裂進展が要求きれ、発見可能

な亀裂長に達した後で危険亀裂長になる点がセーフ・ライフ設計と異なるが、余り推

奨きれていない。後者は外観検査可能構造、荷重経路部分破損後に検査可能構造、荷

重経路部分破損前に検査可能構造の３種類に分けることができ、何れも検査により損

傷を発見して改修することにより致命的破壊を防ぐことを目標とした構造であり、ダ

メジ・トレランス構造の基本を成すものである。このように設計した構造部位につい

ては一般に試験によりその安全'性を保証する。また適切な検査プログラムにより運航

中に監視、検査、修理を行って安全性を維持することになる。

更に高齢機になり寿命を延長する場合が生じるが、そのような機体の安全性は事前

に保証されているわけではない。そこで、運航検査より収集した損傷の分析、最高齢

機の分解精密検査、高齢機に重点を置いた運航検査、追加疲労試験を行い、その結果

に基づいて、改修の方法と時期の決定、検査対象構造部位の追加、新たな検査プログ

ラムの作成を行うことになる。

以下では信頼'性解析と係わりの深い耐空性基準、静強度の安全率、セーフ・ライフ

設計及び疲労試験の疲労寿命安全率、ダメジ・トレランス設計の検査プログラムにつ

いて順次述べる。

３．信頼性評価から見た耐空性基準

3.1耐空性基準に採用されている許容故障率Ⅱ

輸送機の設計に信頼`性解析を用いるため、参照することのできる確率が必要となる。

図２には、ＦＡＡ（米連邦航空局）とJAA（欧州合同耐空性証明局）が輸送機の装備品

とシステム等に対して、耐空性基準で要求している（航空機及び搭乗者に対する影響、

故障率、故障影響区分）から見た故障の重大性の区分とその１時間当りの許容故障率

の値（範囲）を示す。これは信頼性設計を適用する構造部位の破損率としてしばしば

使われている。各々の故障影響分類に対して同図のような許容故障率の値を設定した

根拠については不明であるが、さらに厳しい値が要求きれるような事態は生じていな

いと思われる。

ボーイングは20年の経済運航寿命を9596の信頼度で保証している。即ち破壊確率は

5％である。従って、経済運航寿命が６万飛行時間（20年）のB747では、許容破損率

が重大（Major）の10`程度で保証していることになる。
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Ｍ輸送機の最近の主な耐空性基準改訂

必ずしも信頼性評価が使われておらず、経験に基づく要素も多分に含んでいるが、

輸送機に係わる最近の主要な耐空`性基準の改訂等を纏めると次のようになる。

１）ダメジ・トレランスと疲労評価2）

(1)疲労損傷に対する検査開始時期の設定

(2)十分な実機疲労試験（AdvisoryCilcularでは少なくとも２以上の疲労寿命安全

率を要求）

２)経年機（機齢15年以上）の安全性維持3）

(1)特別な重整備を実施

(2)当重整備間隔を設定

(3)特別な整備記録作成

３)B777の特別要件4）（構造関連のみ）

(1)構造に対する飛行制御システムの影響（上記の許容故障率を適用）

４．信頼性評価と安全性

4.1静強度の安全率

静強度評価に使う安全率は、１．５（＝終極荷重／制限荷重）を基準として、これに

構造部材に応じた特別係数（最小値＝1.15：一般金具係数～最大値=6.67：ヒンジ軸

受部面圧係数）を乗じた値,を用いている。従って、安全率は1.5～10程度の値になる。

何れの値も経験値であり、信頼'性評価を用いてはいない。標題からはずれるが、宇宙

機では安全率の導出に当り、1次近似２次モーメント法を用いた信頼性指標も使われ

ている。

4.2疲労寿命安全率

上記したようにバラツキ係数ｓｆとも称しており、セーフ・ライフ構造の疲労寿命

及び疲労試験に対する安全率として使われている。これについては今迄に数多くの研

究0が行われてきたが、適用する確率分布、その母数及び要求信頼度、更に疲労試験

に用いる場合には供試体数によっても左右きれる。疲労寿命の確率分布には、試験デ

ータとよく一致する対数正規分布または２母数ワイプル分布が広く使われている。そ

してこれ等分布の取扱いを容易にするために、対数正規分布の標準偏差びとワイプル

分布の形状母数αは一種の材料定数であると仮定して、膨大な疲労試験データから推

定した母数値を用いる方法が定着している。代表的な値は、ワー0.14、α=４であり、

それ等を使い、信頼水準／信頼度=0.95／0.95、実機疲労試験を念頭に置いた標本数＝
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（１，２）の場合のバラツキ係数を計算すると、ＳＦ2～４になる。

これに対して、swift刀（FAA）、ボーイング、及びダグラスにより推奨されている、

または実際に使われている値を纏めると表１になる。前記したようにFAAの新しい耐

空性基準では、十分な疲労試験を行うことを要求している。またボーイングはsf=２
を用いてB777の実機疲労試験を行う予定であると言われている。

4.3検査プログラム

検査対象の危険構造部位の損傷原因を大きく分けると、疲労損傷（SafeLife，

DamageTblerance:、、、環境劣化（腐食、応力腐食EnvironmcntalDeterioration:ED）、

偶発損傷（異物衝突等AccidentalDamage:ＡＤ）の３種類になり、各々について対策

が必要である。

ボーイング8)は1970年代後半から経年輸送機の構造安全'性を維持するため、上記３

種類の損傷に対して各々DTR,EDR,ＡＤＲ（Ｒ:Rating）と称する評価方法を開発し、

それに基づいて運航会社と共に検査プログラムを作成する方針を採用してきた。特に

DTRでは信頼'性解析を用いた検査プログラムの評価方法を開発した。このプログラム

はダメジ・トレランス設計の考え方を用いているために経年輸送機のみならず、新規

開発機も含む全ての機体に適用され、運航会社はそれに従って検査を行っている。ダ

グラス列も同様に信頼性解析を適用した検査プログラムを開発し、それに従った検査

が行われている。

ここではその詳細が紹介きれているボーイングのＤｍについて述べる。

Ⅱ疲労とダメジ・トレランス

これはボーイングが目標としている、設計評定の危険構造部位が95％の要求信頼度

を満たすための検査プログラムであり、下記する検査開始時期、検査方式、検査によ

る亀裂発見確率の定式化、DamagcToleranceRating（DTR）から構成きれている。

（１）検査開始時期

フリート（同機種・同用途の飛行機群）中の最高齢機が設計安全寿命の75％に到達

した時に、その50％以上に達しているフリート中の全ての機体を候補機として抜き取

り、寿命延長のための検査を開始する。この設計安全寿命の確率分布は危険部位に発

生した亀裂が進展し、検査により発見可能な寸法に達した時の疲労亀裂発生寿命の確

率分布に相当すると考えられる。
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（２）検査方式

候補機の検査方式としては、フリート先導機検査とローテイシヨン検査の２種類の

抜取検査が用いられている。フリート先導機検査は各運航会社が所有している候補機

の中の最高齢機を重点的に検査する。ローテイシヨン検査は候補機を幾つかの組に分

けて、各組を順番に検査する。筆者のシミュレーションによれば、検査による亀裂の

発見能力から見ると、ローテイション検査はフリート先導機検査よりも優っている。

（３）検査による亀裂発見確率の定式化

（3.1）考慮要因

解析の中で考慮する要因を次に示す。疲労損傷評価と寿命予測に関連する全ての要

因を含んでいる。

・NDIの亀裂発見確率

．、〕Iの最小発見可能亀裂長

・疲労亀裂の発生と進展及びその発見可能期間

・危険亀裂長：制限荷重下で不安定破壊を起こす亀裂長。この時の強度が残留強度

である。

･発見した亀裂を修理し、そこからは再度亀裂が発生しない完全修理を行う。

(Ｍ）定式化

(1) の邑勇qJo)蚤畏冨５浬竃Ｐ

危険部位に発生・進展する－つの亀裂の検査による発見確率を次式から求める。

NJN≧１：検査回数は１回以上

１回以上の検査を行い、亀裂を少なくとも１回は発見できる確率

ｒｎ

Ｐｙ=1-Ⅱ(1-Pxi)：ＮＮＣ/Tv]三１（１）
ｉ＝１

Pxi＝P1P2P3i

･ＮＪＮ＜１：検査回数は１回未満

Py=ＰＸ×(ＮＣ/N)：ＰＸ=P1P2P3 （２）

ここで、

Ｐ!：亀裂を有する機体を検査する確率（≦1）

疲労亀裂発生寿命分布より計算する。
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P2：亀裂を有する構造部位を検査する確率

（=Oorl）

P3：NDI亀裂発見確率（≦1）

（Pmbabnityofcrackdetection:POD）

Ｂｉは第ｉ回目の検査のP3を示し、亀裂長の関数になる。ボーイングは目視

検査による亀裂発見確率曲線に３母数ワイプル分布関数を用いている。

ＮＣ：発見可能疲労亀裂進展期間。最小発見可能亀裂長から制限荷重を受けた時に

不安定破壊を起こす危険亀裂長に達するまでの期間。但し、初期欠陥長、疲

労亀裂進展、残留強度のバラツキを考えていない。

Ｎ：検査間隔

②全検査機から見た亀裂発見確率Ｐ

全検査機中で疲労亀裂が初めて発生する機体を第１番目の機体とする。そしてこの

亀裂が平均的に△Ｎ遅れで検査機中の何れかの機体に順番に発生して進展すると仮定

し、第1番目の亀裂が破壊する以前に、この亀裂の発見に寄与できる検査機数、

（<n＊：フリートの全機数）は下表の関係を用いて（３）式により与えられる。

､=ＮＣ/Ｎ＋１ （３）

機体亀裂発生時期亀裂発見可能期間

第１番目

２

３

Ｎｃ

Ｎｃ－△Ｎ

Ｎｃ－２△Ｎ

Ｎ１

Ｎ,＋△Ｎ

Ｎ,＋２△Ｎ

●

● ●

従って、Ｐｚは（１）式又は（２）式と（３）式を用いて次式から計算できる。

ｎ
Ⅱ
卿

ｌＰ

ｌｌｚ

(l-Pyj）（４）

③検査レベルも考えた亀裂発見確率Ｒと検査機数、の関係

検査は上記したように、Ａ,ＢＣＤ,Ｍ,Ｓ整備のように、深度の異なるものが組み合
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わざって成り立っている。それも考慮すれば、Ｐ【は（４）式を用いて（５）式によ

り与えられ、この式を満たす機数が検査機数、になる。

ｓ
Ⅱ
秘

ｌ

ｌｌ

Ｐ

(1-Pzk） （５）

④DamageTOleranCeRatinq：ＤＴＲ

ボーイングは信頼`性解析に精通していない検査プログラム作成担当者であっても、

亀裂発見確率と検査回数の関係を容易に理解できることを目標に、ＤＩＲと称するシス

テムを開発した。それによれば「発見と非発見が各々50％のNDI」を仮想し、（５）

式で求めたp【を満たすために行うこの仮想検査の回数がDTRとなり、次式を用いて計

算する。

Ｓ

Pt=1-Ⅱ(1-Pzk）
ｋ=Ａ

Ｓ

＝1-ＨＯＳ△DTRb=l-O5DTR
k=Ａ

(6)

S

DTR=ＺＡＤＴＲｋ
ｋ=Ａ

(7)

表２にはボーイングが各構造部分の危険部位に対して要求しているＤＩＲを示す。基

準値はDTR=４（P[＝0.9375）であり、それに諸々の条件に応じた増分が加わる。これ

によれば、全フェイル・セーフ応力に占める胴体差圧与圧が50％以上の胴体構造部位

に対して最も厳しい値であるDTR=1０（Pu=0.999）を要求している。胴体は内圧によ

る荷重が加わるが、その大きざが明確であるため、荷重に対する安全余裕が少ない。

従って、ボーイングはこのように大きな値を要求するに至ったと考えられる。

DTR用紙は図３に示すように製造会社、運航会社、耐空性当局が各々の担当項目を

準備する。そのようにして作成されたDIR用紙を用いて、運航会社は要求DTR値を満

たすための検査レベルと検査間隔を選ぶことができる。図４には記入例を示す。検査

対象構造部位は主翼の外板とコード材のリベット結合部であり、矢視１，２，３の方

向から検査する。検査方法には、詳細目視のetailedvisual）、概観目視（SurveUlancc）、

一般目視（Gencralvisual）と低周波渦流検査（Lowfrequcncycddycunmt：LFEC）が

使われる。DIR=４（Pt=09375）であり、それを満たすように検査方向、検査レベル、

検査方法、抜取率、検査間隔を選択している。
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５．おわりに

輸送機構造は軽量化と安全'性が厳し〈ようきゅうきれるため、安全,性を評価する有

効な方法である信頼性解析が実用化されている顕著な分野であると考える。軽量化を

追求するために疲労亀裂の発生と進展に関して敏感な構造となり、それによる致命的

な破壊を防ぐことが重要な課題であり続けてきた。

そのような観点から本文では、輸送機構造の設計、試験、及び運航の中で考慮する

信頼'性評価とそれに準じる評価の一部について紹介した。輸送機の事故原因に占める

構造破壊の割合は非常に少なく、これは今迄に蓄積されてきた努力の結果であるが、

一層の検討が必要であると考えている。

参考資料
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1）

2）

3）

4）

5）

6）

１
１
１

７
８
９

表１疲労、ダメジ・トレランスと試験のためのバラツキ係数

swift（FAA）ボーイングダグラス項目

疲労寿命 Ｓｆ

(1.5s｢）

疲労試験

安全寿命

ダメジ・トレランス

＊単一荷重経路

（遅い亀裂進展または

安全な亀裂）

＊多重荷重経路

（検査可能状態による分類）

・外観検査

・荷重経路部分破損後

・荷重経路部分破損前

Ｚ

≧２

２
３
２

３

２

供試体数の関数

１
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*造部位に対する要求長２

要求ＤＴＲ値亀裂発見確率

5造部位 分合ロ Ｐ

主翼及び

ナセル

外部検杏可能秘 ４０４０．９

蛆検査不可能征 ４２60.9844

次ブラシ ４４80.9961

欠構造１ ４２60.9844

胴体 全フェール・セーフ

応力に占める与圧差圧

＜50％－４２６0.9844

≧50％４６１０0.9990

蚕力の割合

鴬 ２次揖造保守計ロ作成

ダメジ・トレランス構造

（フエール・セーフ構造）
坐H-ﾓｰﾗｰ弓丁ﾗ厩~トH~n7FFトH~嘉雨I藏三１－H~蚕室

セーフ構造）
＝

Ｙｅｓ

検査プロ グラム作成損傷を容易に

発見できる構造
保守検査に重点を

置いた構造』!i菫&ﾂ聖
Ｙｅｓ

試験発見できる構造る構造

鮒一』

損傷の種類

・疲労損傷

・材料劣化（腐食、応力腐食）
・偶発損傷

検査プログラム作成検査プロ

食、応力腐食）食、応力腐食）

解析

損傷評価で考慮する主要因

・損傷（初期欠陥、発生、進展）
・危険寸法

・残留強度

・損傷発見能力

・荷重、環境

する主要因

陥、発生、進展）

試験

監視と検査から得られた

データの解析評価および

損傷部位の修理または交換

検査ﾌﾟﾛｸﾗZ-両Fi)Ｌｐ｢５E訂
検査プログラム作成

Ｙｅｓ

経済運航目標悪、
、E接近または超吻

ＮＯ

藍窺)‐聖
Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

経年構造の安全性維持向上対策設定
・損傷データの評価

・最高齢機の分解検査

・高齢機の重点検査

・高齢機を用いた追加試験

・構造部位の改修方法と改修時期

・検査対象構造部位の追加

・補足検査プログラム作成

データ収集

・損傷進展

・荷重、歪

峰
窪
歴

検査

図ｌ輸送機構造の設計、試験と運航
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Ｗｌ：FedezalAviationAdministration（米連邦航空局）

FAR：FederalAviationRegulations（米連邦耐空性規準）
JAA：Europe。｡intAviationAu上hority（欧州合同耐空性証明局）
JAR：jointAviationRequirements（欧州合同耐空性要求）
Ｐａｚｔ２５：ＡｉｒｗｏｒｔｈｉｎｅｓｓＳｔａｎｄａｒｄ：ＴｒａｎｓｐｏｚｔＣａｔｅｇｏｒｙＡｉｒｐ１ａｎｅｓ

図２故障の重大性の区分とその許容故障率（許容発生確率／時間）

ＤＡＴＡＣＯＮＴＲＯＬ：

④lNDlVIDUALAlRLlNE

⑧BOElNG
oJOlNTBOElNG/ALLAlRLlNES

⑰JOlNTBOElNqREGULATORY

＝ ■
図
■

８
ｓ
が
ギ
ュ
ュ
Ｚ

図３ＤＴＲ用紙準備役割担当
図４ ＤＴＲ用紙記入例
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航空機及び

搭乗者に対

する影響

無し 運航に

軽微な

支障

･運航に支障

･要非常操作

･安全余裕の

相当な減少

･乗員による

悪条件からの

回復困難

･乗客の負傷

･安全余裕の大幅

な減少

･操作負担または

周囲状況による

乗員の操縦余裕

の喪失

.－部搭乗者の

重傷または死亡

･航空機の破壊に

よる多数の死者

ＦＡＲ２５．１３０９

故障率

ＪＡＲ２５、１３０９

故障率
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－１

Ｐ】Eｏｂａｂｌｅ

Ｐｒｏｂａｂｌｅ

ｎｔ

１０

→’
－２

1０
－３

１０
－４

１０
-５

1０
－６

ｒｏｂａｂｌｅ

ｒｏｂａｂｌｅ

1０
－７

ＥＸｔｒ

ｒｅｍｏ

１０
－８

１０
ＩＩｌＩＩＩＯＩＯＯ

Ｅｘｔｒｅｍｅユｙ

iｍｐｒｏｂａｂ１ｅ

￣■■■■■､-－－－--

ＥｘｔＺｅｍｅｌｙ

iｍｐｒｏｂａｂｌｅ

－９

故障影響分類￣ 軽微‐
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2．海洋構造物へのＩＳＯ９０００の適用について

（日本海事協会本部品質ｼｽﾃﾑ審査室

技師鈴木孝雄）

1．まえがき

1.1ＩＳＯ品質システムの活用について

ＩＳＯ品質システムは顧客のニーズに立脚した、供給者が実施する品質システ

ムである。その為に、そのシステムは外部の人に見えるものであることが要求

され、文書化、記録の整備が必要になる。それ故に、日本には馴染まぬ、コス

トが嵩む等の声も畷かれる。

しかしそれは今まで企業の経営者、管理者にとっても把握し難かったことが

容易に把握できるようになることでもある。また経営者は品質方針・目標（経

営方針）を具体的に数値で全従業員に明確に示し、その実行を求めること、管

理者はじめ全員の責任と権限が明確にされること等が品質システムでは要求さ

れているので、従業員すべてをそれぞれ定められた任務の遂行に結集できる。

品質システムは外圧に押されることなく前向きに構築すれば、それは企業にと

って強い味方となり、一部のコストの増加を吸収して大きな利益をもたらすも

のとなるであろう。

そのような品質システムを構築するにはどうしたら良いか、他の分野での実情

も加味しながら海洋構造物製造用の品質システム構築にあたっての留意点を紹

介したい。

１．２海洋構造物の範囲

海洋構造物とは何か、鋼製石油掘削用、同貯蔵用、海洋工事用の大型浮体構

造物、半着定式構造物から、着定式の大型・小型ジャケット、モジュール、さ

らに各種のコンクリート構造物までその範囲はかなり広い。これらは、ＩＳＯ品

質システムの本質から言えば、そう大きな相違はないとも言えるが、現実には、

フックアップ、コミッショニング等の現地工事がある場合やコンクリート構造

物の場合には品質システム構築のややこしさが変わってくる。従って、ここで

は一応大手造船所が手掛け、完成状態で引渡される鋼製浮体構造物に的を絞っ

て話を進めることとしたい。

－１６－



1.3品質システム導入前の供給者の実情

具体的な品質システム構築の提言に入る前に、海洋構造物の製造・供給者の

多くがISO品質システムの導入前に考えていた品質システムにはどのような問

題が有ったか、２章での理解に役立つと思われるので参考までに紹介しておく。

①造船所は一抹の不安を持ちながらも、

ＩＳＯ品質システムの認証なぞなくても世界で通用すると期待している。

②品質システムについて誤解がある。

・品質とは狭義の品質管理と同意義程度に考え、引合・契約、設計、調達、

工程管理・ハンドリングを含む生産活動全般からアフターサービスまでの

幅広い活動全体を意味するとは考えていない。

③管理責任者の責任と権限への認識が不足している。

・管理責任者は経営者に代わって品質方針・規格要求事項を確実に履行・維

持する責任と権限を負うものであるが、その重さを実感していない。

④責任と権限は当然組織の長にあると考えているが、どの長であるかまでは明

確になっていない。

⑤文書体系の整備・確立ができていない。

．古い技術基準・標準のままで、見直し・改廃がされていない。

⑥教育・訓練の重要性をあまり認識していない。

．特に記録を作成・維持することを嫌う。

⑦製品品質の検証に重要な検査の方式が、顧客・船級協会依存型である。

・供給者自身による独自の検査を軽視し、

。特に不適合品の記録を作成・維持することを嫌う。

⑧文書化と品質記録作成によるコスト上昇ばかりを憂慮し、効率化、仕損費用

とクレーム減のメリットには関心がない。

・他業種では、仕損費を半分近くまで減少させた実績が有る

－１７－



2．品質システムの構築について

2.1ISO品質規格の概要と本章の目的

ＩＳＯ品質規格の代表的な規格であるISO9001は別紙のように４．１～４．２０から

なる２０の要求事項で構成されている。品質システムの構成においては、その

いずれもが重要な要素ではあるが、ここでは紙面の都合もあり供給者が積極的

に活用すべきこと、供給者が陥りやすい盲点のみに的を絞っていきたい。

2.2規格の要求事項と品質システム構築上の留意点

規格４．１.経営者の責任

４１．１品質方針

品質方針には顧客の期待・ニーズに対応する組織としての責務と組織の到達

目標（数値目標）を表明することが要求されている。

効果的な具体策としては次のことが考えられる。（Ｈに0記iilt餌す5）

・品質方針では経営者自信が意図する品質システム構築の目的を明確にする

・方針には狭義の品質活動方針だけでなく、会社のトップの方針と整合性を

持つ中・長期或いは年度計画を含む経営方針と、その数値目標を含める

・各階層には、それを達成するために必要な具体策作りとその実行を求める。

４１．２．１責任及び権限

組織を明確にし、それを管理・実行・検証する人の責任と権限を明確にする

特に不適合が発生すれば、組織上の自由を与えられて、不適合を明確にし、

解決策を作り、その実施を検証し、問題が解決されるまで不適合品の進行を

管理する人々を明確にし、その責任と権限及びそれらの人々の相互関係を明

確にすることが要求されている。

。

.一般に組織としての責任と権限は明確にされているが、その組織の誰と誰

にどんな責任と権限があるのかはかなり暖昧なことが多い。

・不適合の処置に従事する人達については、この規格の精神を尊重して、他

の組織から独立させ、それぞれの責任と権限を明確にする。

それによって、重大な不適合が発生した場合に、不適当な判断や処置によ

り後日問題を起こしたり、経営者のみならず管理責任者までが品質システ

ムの問題点に気づかず、改善もされないままに闇に葬られ、過大な損害を

被るような虞が無くなるであろう。

－１８－



４．１．２．２経営資源

業務の管理、実行、検証活動に対しては訓練された人々を割当て、それらの

遂行に必要な資源を明確にしたうえで提供することが要求されている。

・管理責任者には品質システムの実施状況を正しく把握し、品質システムを

維持する責任と権限がある。

・品質システムの状況を正しく把握し、維持するためには、検証活動を行う

組織を掌握し、その組織を通じて把握することが効果的であるから、

その組織の検証活動をどの様に実施させ、その結果をどのように掌握する

かを明確にしておく必要がある。

・一方組織的に検証できないものがあれば、それらは何時・誰が｡どの様に

検証するか、時期を失せず検証できる手順を明確にしておく必要があろう。

4.1.2.3管理責任者

社内の管理者の中から適当な管理責任者を選んで、多忙な経営者の代わりに

品質システムを確立し、実行し、維持する人を任命する。

経営者は適宜報告を受けて品質システムの状況を把握し、それを見直し、改

善の根拠とすることが要求されている。

４．１．３マネジメント・レビュー

経営者自身も予め定められた間隔で品質システムの見直しを行い、規格要求

事項・品質方針・品質目標が満足されていることを確認することが要求され

ている。

以上４１．１～４．１．３で理解されるように、ＩＳＯ品質システムは経営者自身が

積極的に関与して、信頼できる管理責任者の補佐を得て構築し、実施し、維持

してはじめて効果を発揮するシステムである。

規格４．２品質システム

４．２．１一般

製品を所期の要求品質に適合させるために品質システムを確立し文書化する

規格要求事項をカバーする品質マニュアルを作る。その中で品質システムの

手順を明確にし、文書体系の概要を明確に記述することが要求されている。

。
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4.2.2品質システムの手順

規格要求事項と品質方針を実行するために必要な手順を文書化し、その手順

に基づいて業務を実施することが要求されている。

手順書を作る範囲と内容は、業務の複雑さ、適用方法、要員の技量と訓練の

程度によって決めることができる。

4.2.3品質計画

管理手段、工程、装置、備品、要員、技術・技能、検査・試験、合否判定基

準、品質記録等を含む品質計画書を作成し、それに基づいて品質活動を実施

する。

・品質計画書とは、工事番号別の製品の製造要領、検査要領、工程計画等、

個別製品毎に作成される工事計画書で、一品料理的製品では所期の要求品

質を実現させるために必要不可欠のものである。

・安易な受注により、あとで契約不履行その他のトラブルを生じないために、

技術的要求事項（契約仕様書）

工事量処理能力・納期

保証要求事項の検討と、それらへの対応能力の検討等、必要最小限の確

認を契約前に行うことが必要である。

ｐＭ－４設言=ｒ管r稗

・製品の設計を分担する組織と、それぞれが担当する業務の範囲、設計スケ

ジュール、それぞれの実施責任者と要員を明確に定める。

･責任者は予め認定されている有資格者の中から指名され、必要な資源（契

約書の内容、適用規則・規格を含む設計仕様書、設計資料、設計装置、要

員、時間等）を与えられる。

適切な段階において設計審査を計画し、実施することが要求されている。

・何が問題になるか、何を審査するか、あとでトラブルを生じないために、

－２０－

規格４３契約内容の確認

契約の成立或いは、受注前に契約内容の確認を行うことが要求されている。

規格４．４設計管理

設計・開発活動の内容、実行の責任を明確にした計画書を作成すること、

活動は適切な資源を与えられた有資格者に割当てられること、

計画書は必要に応じて修正されることが要求されている。



設計作業の準備ができた適当な段階で設計審査の要否を十分検討し、計画

を練る。

再』ｈＴｒ二Ｆ暹丁性

・文書は明確な改正の要求がないと、その有効性（改廃の要否）の見直しが

行われない虞があり、予め定期的な有効性確認の手順を定めておくこと、

・文書の配布・受領・差替え・廃棄の管理を明確にし、旧版を誤用する虞の

無いような手順を確立しておくこと、

・無効文書・廃止文書の撤去又は誤用防止のための識別を行うことが必要で

ある。

規格４６購買

・溶接、加熱加工・熱処理、除錆・塗装、非破壊検査等を下請負する場合説

その工程の適用規格、施工法の認定、要員の資格、検査の指示、合格基準

を明確にしておく。

、

・トレーサビリティにたいする規定要求事項は何かを明確にする。

船級協会の要求事項、社内の要求事項、該当する場合には顧客の要求事項

その他機関の要求等

・トレーサビリティを証明するために必要な記録・帳票を明確にする。

－２１－

規格４．５文書管理

品質活動には適切な文書の適切な版が利用できることが要求されている。

規格４６購買

購買データには仕様書、図面、工程要求書、検査指示書、要員の承認を含め

ることが要求されている。

規格４．７顧客支給品の管理

顧客支給品に対しては、受入検査を行い、紛失・損傷・使用に適さないもの

を記録し、顧客に報告することが要求されている。

規格４．８製品の識別及びトレ サビリ ごアイ

トレ サビリ アイ が規定要求事項である場合、その要求範囲内で識別を行い

記録することが要求されている。



規格４．９工程管理

製造、据付、付帯サービスの工程を明確にし、計画し、管理された状態で確

実に実施することが要求されている。

管理された状態には、製造、据付、付帯サービスの為の適切な設備の使用、

適切な作業環境、作業のできばえの基準、工程能力維持のための設備の保全

を含む。

・精度保持、要求品質維持のための設備、生産設備で故障すると重大な支障

を生じる設備の保全のための手順が必要である。

特殊工程が規定要求事項を確実に満たす為に、認定された者が作業を実行し

ｊＷＸｌｔ工程パラメータの連続的な監視及び管理を行うことが要求されている

、
。

･特殊工程のプロセスが適切であること、

要員の資格認定要件が適切であること、

認定者が適切であることが必要である。

規格４．１０検査・試験｜及び｜規格４．１３不適合品の管理

購入検査・試験は品質計画書肌/１１ｔ手順書に従って実施するが、製品の種類

最終製品品質に及ぼす影響、業者の能力と実績によって検査方法を定めるこ

とができると規定されている。

製品は合否判定基準に従って検査・試験を受け、記録には合格／不合格を明

記すること、

不合格の時には不適合品の管理手順に従って不適合品として識別され、文書

化され、評価され、処置されること、

その評価に従って修理して使用されたもの、又は修理しないで特別採用され

たものは、実際の状況を示すため記録されることが要求されている。

、

・品質保証とは、所与の品質要求を満たしていることの妥当な信頼感を与え

るための活動であるから、社内の検査・試験により合格基準に達している

ことを確認したものを顧客等の立会い検査に供することが必要である。

、

・校正作業が外部で行われる場合にも校正の方法を明確にして依頼すること

－２２－

規格４．１１検査、測定及び試験装置の管理

製品の品質に影響を与える測定機器、検査・測定・試験に用いる装置を特定

し、固有の識別をし、それらにたいする校正の頻度、校正の方法、判定基準

不合格の時の処置を含めて校正のプ ロ セスを定めることが要求されている。



が必要である。

･検査、測定及び試験装置を使用した検査記録等には装置の識別番号を記録

しておく。

規格４．１４是正処置

不適合を是正又は予防するための処置は、問題の大きさ、遭遇するリスクに

応じて定めること、

是正処置及び予防処置に伴い、手順書を変更し、記録すること、

フォローアップを行い、効果を確認すること、

実施した予防処置の情報はマネジメントレビューに提出されることが要求さ

れている。

・完成した製品の損傷又は劣化を防ぐには製品の一部となる部品（電子部品、

ゴム、プラスティック、接着剤、塗料、油等）の損傷・劣化を防ぐ為の保

存・取扱い手順が必要である。

・製品の進水、係留、雛着岸、運転、荒天対策等の取扱い手順、

･該当する場合には、長期保管に対する機器の保全、係船メンテナンス手順

も必要である。

規格４．１７内部品質監査

監査で明らかになった不適合については、その是正対策が適切であり、効果

的であることを確認し、記録すること、

内部品質監査の結果はマネジメントレビューへのインプットとして報告され

ることが要求されている。

規格４．１８教育・訓練

品質に影響する活動に従事するすべての要員は業務を遂行するのに必要な教

育・訓練を受けていること、

特に検証業務、特殊工程に従事する者は教育・訓練又は経験の評価によって

資格認定されていること、

その記録は維持されていることが要求されている。

－２３－

規格４１４取扱い、保管、包装、保存及び引渡し

製品の損傷又は劣化を防ぐ取扱い方法を設定することが要求されている。



・付帯サービスが顧客との契約で定められている、

法的に保全をおこなう義務がある、

設計上一定の期間或いは定期的にサービスが必要な場合にはこの要求に対

応し、手順を定める必要がある。

規格４２０統計的手法

必要な工程能力或いは製品特性を確保し、維持するために統計的手法による

管理、検証が必要か否かを明確にすること、

統計的手法が必要な場合には、その実施及び管理の手順を定めることが要求

されている。

3．あとがき

ＩＳＯの取得は商取引に有利だから、輸出に必要だから、或いは同業他社が

やったからうちも取ろうと言うのではなく、この機会にＩＳＯ品質規格を積極

的に活用して効果的な品質システムを構築し、企業の活性化と業績の向上に役

立てていただければ望外の幸せと考えます。

－２４－

規格４．１９付帯サ ビス

付帯サービスが規定要求事項である場合

手順を定めることが要求されている。

、 それを実行し、検証し、報告する
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3．海洋建築物の安全性・居住性評価と信頼性工学

(名古屋大学工学部建築学科

教授 松井徹哉）

まえがき

現存の本格的な海洋構造物としては，石油生産用のプラットフォームが大半を占めているが，最

近ではこのような資源開発型の構造物に加えて，海洋を人間の生活・居住空間として利用しよう

とする空間利用型の構造物が出現するようになってきている。このような構造物では不特定多数

の人間が利用することにより，安全性に対する考え方や許容される危険性のレベルも従来の石油

関連施設に対するものとは異なったものが要求され，居住性に対する配慮も含めて建築学的な視

点からの検討が必要になると思われる。

本稿では，このような人間の生活・居住空間としての利用を目的とした海洋構造物を「海洋建

築物」と定義し，その設計や安全性・居住性評価に信頼性工学の考え方を適用する場合の基本的

手順と問題点について概説する。

１構造物の安全性と信頼性設計法

構造設計の目的は,「構造物がその耐用期間中に果たさなければならない機能を全うさせること」

にある。構造物がその機能を失うような状態は限界状態(limitstate）とよばれ，強度上の限界状

態と使用上の限界状態とに大別される。通常，耐用期間中の最も厳しい荷重のもとで強度上の限

界状態に達しないことおよび，生起頻度の高い荷重に対して使用上の限界状態を超えないこと

を目標に設計が行われる。

構造物の設計に関わる荷重，材料の特性，構造物の力学挙動などの物理量は，現実にはある程

度の不確定性を含んでいる。これらの不確定性の要因は次の４種類に分類される[１１[2]。

・物理的不確定性(physicaluncertainty)：荷重材料物性値，構造寸法などに固有の不確定性

・統計的不確定性(statisticaluncertainty)：統計的推定における標本数の不足に伴う不確定性

・モデルの不確定性(modeluncertainty)：モデル化の誤差，解析手法および仮定などに起因

する不確定性

・人為的不確定性(humanuncertainty):設計・施工・使用時の無知・錯誤，欠陥の見落とし，

事故荷重などの人為的過失(humanerror)に伴う不確定性

このような多くの不確定要因のもとで行われる現実の設計において，絶対に安全な構造物とい

うものはあり得ないのであって，ある程度の確率で破損の危険がつねに潜在することは避けられ

ない。従来の許容応力度設計法は材料安全率という１つの確定量にすべての不確定性の影響を集

約したものと考えられるが，安全率そのものは多分に工学的な判断により定められたものであり，

その数値の根拠や設定の過程は明確ではない。そこで，これらの不確定性を数量化し，構造物が

限界状態を超過する（破損する）確率を算定して，これを合理的な安全性評価の尺度にしようと
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いうのが統計・確率論的手法に基づく信頼性設計法(reliability-baseddesign)の基本的考え方であ
る。すなわち

"信頼性設計法は，構造物がその耐用期間中に限界状態を超過する（破損する）確率が

一定の許容範囲内にあることを保証する設計法である”

ということができる。

構造物の設計に統計・確率論的手法を導入しようという着想は，1947年のHeudenthal[3]の

研究に端を発する。この考え方は，その後，FreudenthaLGarreltsandShinozuka{4]，Angand

Comell[5]らによって継承され，Cornell[6]とHasofbmandLind[7]の信頼性指標(reliability

index)の概念に基づく２次モーメント１次近似法(first-ordersecond-momentmethod,ＦＯＳＭ法）

と拡張２次モーメント１次近似法(advancedfirst-ordersecond-momentmethodAFOSM法)の

提案によって，実用設計法としての形が整えられた。信頼`性設計法の考え方は，その後，限界状

態設計規範における部分安全係数(1)artialsafbtyfactor)と結びつけられたことによって設計規準

への導入の途が開かれ[8]，各国の設計規準[9]に採り入れられるようになった。現行の海洋構造

物関連の設計規準・指針[１０]もほとんどこの設計法を採用している。

構造工学の諸分野で現在用いられている信頼性設計法は次の３つのレベル*に分類される(Table

l）。

・レベル３：荷重，材料の特性，構造要素の力学挙動などに関するすべての基本変数(baSic

variable)の統計的性質と同時確率分布が得られていて，これらに基づいて各限界状態に対
する限界状態確率を厳密に算定し，許容限界状態確率と照査して信頼』性評価および設計を行

う手法

・レベル２：荷重，材料の特性，構造要素の力学挙動などに関する基本変数の1次および２次

の統計量が得られていて，これらを用いた確率分布の推定と近似的な信頼性解析法に基づい

て各限界状態に対する信頼`性指標を算定し，許容信頼性指標と照査して信頼性評価および設

計を行う手法

・レベル１：荷重，材料の特性，構造要素の力学挙動などの統計資料に基づいて各基本変数の

特性値(characteristicvalue)とそれらにかかる部分安全係数とを定め，目標とする信頼性レ

ベルが得られるような設計規範式を構成して確定論的な設計を行う手法

現実には，限界状態に関わるすべての基本変数の統計的性質と同時確率分布を得ることは困難

であり，また限界状態確率の算定にも複雑で高価な計算を必要とすることから，レベル３手法の

適用は，原子力施設などのような安全性の確保が社会的に強く要請される構造物に限られている。

レベル２手法は比較的入手しやすい２次までの統計量を用いて信頼性評価を行える簡便`性と実

用性を備えているので，一般の建築物や海洋構造物ではレベル２手法が採用されることが多い。限

界状態確率（破損確率）にかわる信頼性レベルの尺度としては，安全余裕の平均値と標準偏差の

比で定義される信頼性指標が用いられる。上記のＦＯＳＭ法とＡＦＯＳＭ法はこの信頼性指標を求め

るための近似的手法である。

、初期建設費用，点検・補修費用，破損時の期待損失費用などを含む生涯総費用と建設によって得られる便益との経

済比較や環境影響評価を考慮したレベル４手法と称されるより高レベルの信頼性設計法も提案されているが，実施され

た例はない。
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Tablel：信頼性設計法のレベル

二÷票Iilji索蕊l悪':i}籍|蕊：
限界状態確率≦

許容限界状態確率
すべての統計的性質

信頼性指標Ｚ

許容信頼性指標
平均値，標準偏差

信頼性指標Ｚ

許容信頼性指標↑
レベル１１平均値，標準偏差＝ 設計規準

＊特性値や部分安全係数の設定に反映されているので，設計者はこれらの統計情報を必要としない。

↑設計規範式を照査すれば，この判定基準は自動的に満たされる。

レベルｌ設計法は荷重抵抗係数設計法(loadandresistancefactordesign,ＬＲＦＤ法)ともよば

れ，最近許容応力度設計法から限界状態設計法に転換した各国の設計規準はすべてこのレベルｌ

手法を採用している。部分安全係数は，各限界状態に対して目標とする信頼性レベル（許容信頼

`性指標）を設定し，荷重や強度などの統計資料に基づきレベル２手法を適用して決定されろ。荷

重や強度の統計的変動,性は特性値と部分安全係数とに反映されているので，確定論的設計手順に

より目標とする信頼性レベルを得ることができる。

信頼,性設計法は，現時点では不確定要因を扱える最も合理的な設計法として広く認められてい

るところであるが，この設計法が実際に適用されるためには，

l）荷重や強度などの確率モデルの構成に必要な統計資料が十分に得られていること

2）限界状態確率（信頼性指標）の算定が短時間に効率良く，かつ望ましい精度で行えること

などが前提となるほか，許容限界状態確率（許容信頼性指標）としてどのような数値を設定する

かが重要な課題となる。

２海洋建築物への信頼性設計法の適用

2.1信頼性設計法の手順

海洋建築物に信頼`性設計法を適用する場合の標準的な手順をＦｉｇｌに示す。この図は部材応力

などの構造応答に関する信頼性照査の手順を示したものであるが，海洋建築物の場合は，このよ

うな構造強度上の限界状態に加えて，動揺・振動などの居住性に関わる限界状態が設計上の重要

な検討項目になると思われる。後者の場合，加速度や変位などの運動応答が信頼`性照査の対象と

なるが，居住性規範の設定の問題を除けば，基本的な手順はFig.１に示したのと同様である[１１]・
Ｆｉｇ．１に示された設計手１１頂の各過程には種々の不確定要因が介在する。信頼性設計法において

は，これらの不確定要因を洩れなく抽出し，それぞれの統計的変動特'性を考慮して適切な確率モ

デルを構成することが必要になる。その際，構造設計によって制御できる不確定性とそうでない

人為的不確定性とを区別することが重要である。構造信頼性設計では，構造設計によって制御で

きる不確定`性のみが統計・確率論的取扱いの対象となる。

過去の統計によると構造破損事故の85-90％は人為的過失に起因するものであり，構造設計に

おいて制御できる範囲の事故原因はわずか'0-15％に過ぎない[']。この結果から直ちに，人為的
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環境の確率モデル化

初期設計

短期予測モデル
(波スペクトルほか）
短期予ｉ

(波スペク
長期予測モデル
(長期発現確率）

構造の確率モデル化
(材料特性・形状寸法）

耐用年数の設定
荷重評価

荷重の確率モデル化荷重のスペ荷重のスペクトル表現

応答解析

運動応答の確率モデル化運動応答の運動応答のス運動応答のス運動応答のスペクトル表現

構造解析

強度の確率モデル化モデル化 構造応答の確率モデル化構造応答の構造応答のス構造応答のスペクトル表現

限界状態モードの抽出と
限界状態関数の設定

限界状態モ
限界状態

限界状態確率Ｂまたは信頼性指標βの算定限界状態確率Ｂまた｝

許容限界状態確率
または許容信頼性指標

との照査

許容限界E,〉凡またはβ〈β６ Ｂ≦２面またはβＺβ②

⑲壽邇
ま蕊灌｜鑿i鰯１の

Fig」：海洋建築物の信頼.性設計法の手１１頂
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不確定性を考慮しない信頼性設計法が実際上用をなさないと結論するのは正しくない。確かにこ

のような不確定性の存在は構造物の安全性を著しく低下させるものであり，設計・施工の各段階で

その低減のために最大限の努力が払われねばならないが，人為的過失に関する研究が十分でない

現状では，これらを信頼性設計法の枠組の中に組み込むことは，かえって構造設計の前提を根底

からくつがえし，力学的合理性や経済性との均衡を欠く設計にもなりかねない。したがって，構

造信頼性設計では，構造設計によって制御できる不確定性のみを対象とし，人為的不確定性に対

しては，設計標準手順書やチェック用マニュアルの作成，検査・監視システムの整備などの方法に

より，構造設計とは別の次元で対処するのが適切であると考えられろ。

2.1.1環境のモデル化

海洋建築物の設計に関わる環境要因には，風，波浪，潮流，潮位，地震などがある。このうち

最も支配的な要因は波浪と地震である。ここでは波浪のモデル化についてのみ触れるが，他の要

因についても同様に取り扱うことができる。

信頼性解析に用いられる波浪の確率モデルは短期予測モデルと長期予測モデルとに大別され

る。短期予測モデルは一回の暴風に相当するような短期間の海象状態を記述するものであり風速

(willdspeed)あるいは有義波高(significantwaveheight)と平均ゼロ横断周期(meanzero-crossing

l)eriod）とを基本変数とする波スペクトル(ｗａｖｅｓｌ)ectrulI,）によって表現される。長期予測モデ

ルは建築物の耐用期間に相当するような長期にわたる海象状態の発現確率を示すものであり，風

速の確率密度関数あるいは有義波高と平均ゼロ横断周期との同時確率密度関数として与えられる。

主波向き(1)riIlcil)alwavedirection）も波浪の確率モデルを構成する重要な基本変数の一つであり，

波高や周期との同時確率分布に関するデータの蓄積が望まれろ。

構造強度の照査の対象となる荷重や応答は耐用期間中に発生する最も厳しい海象状態に対応す

るものであるが，このような極限環境下における波浪の観測データはきわめて不足している。ま

た，特定の海域において長期にわたる波浪の観測データを得ることは一般に困難である。そのた

め，短期間の観測データから波高の長期分布を外挿する方法（例えば，ワイブル分布で近似して

パラメータ推定を行う方法）がよく用いられるが，精度上の保証はない。

2.1.2構造と強度のモデル化

構造のモデル化の過程には，材料の特性（降伏応力，弾性係数，地盤剛性など）と構造物の形

状寸法（寸法誤差，幾何学的不完全さを含む）のモデル化が含まれろ。これらをもとに構造要素

の強度に関する確率モデルが構成されろ。

2.1.3荷重と応答のモデル化

環境の確率モデルと構造のモデルが与えられると荷重評価，応答解析および構造解析を行う

ことによって，荷重，運動応答および構造応答の伝達関数が算定される。伝達関数の算定では確

定モデルが用いられることが多いが，モリソン式における質量係数，抗力係数や生物付着の厚さ

などは確率変数として取り扱われる[１２]・

伝達関数が得られると波浪の短期予測モデルを用いて個々の短期海象状態に対応する荷重と

応答のスペクトルと条件付き確率分布が得られさらに，それぞれの海象状態の長期発現確率を
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考慮することによって荷重と応答の無条件確率分布が決定される。

2.1.4限界状態モードの抽出と限界状態関数の設定

この段階では，考えられるすべての限界状態モードを抽出し，それぞれの限界状態を規定する

限界状態関数を基本確率変数の関数として表現する必要がある。限界状態としては

l）終局強度限界状態(ultimatestrengthlimitstatemLS）：構造要素あるいは構造物の部分ま

たは全体が降伏，座屈，圧壊などの耐力の限界に達する状態

2）使用限界状態(serviceabilitylimitstate,SLS）：変形，動揺，振動，ひび割れの発生などに

より建築物の使用上不都合となる状態

3）疲労強度限界状態(fatiguestrengthlimitstate,FLS):荷重の繰り返し作用により疲労ある

いは脆性破壊に至る状態

4）漸増崩壊限界状態(progressivecoUapselimitstate､PLSルー主要構造要素の破損が原因と

なって，連鎖的な破損が進行し，ついには構造物全体の崩壊に至る状態

が想定される[１０]ｏ

ＵＬＳの検討には建築物の耐用期間中に発生する最も厳しい荷重（例えば，５０年または’００年再

現荷重）の組み合わせが，ＳＬＳの検討には頻度の高い荷重（例えば，年最大荷重）の組み合わせ

が，ＦＬＳの検討には耐用期間中に繰り返し生ずるあらゆるレベルの荷重の組み合わせが考慮され

る。ＰＬＳの検討においては，耐用期間中の最も厳しい荷重の組み合わせによって漸増崩壊に至る

状態と，一つの主要構造要素が破損した状態でさらに頻度の高い荷重の組み合わせが作用して漸

増崩壊に至る状態の２種類の限界状態が想定される。

2.1.5限界状態確率の算定と許容限界状態確率との照査

各限界状態モードについて，レベル３またはレベル２手法を用いて限界状態確率または信頼性

指標を算定し，許容限界状態確率または許容信頼性指標と照査して，目標とする信頼'性レベルが

得られているか否かを確認する。

構造要素レベルでの限界状態確率を算定する方法についてはかなり研究が進んでいるが，構造

システム全体の限界状態確率を算定するシステム信頼性解析(systemreliabilityanalysis)の方法

はまだ確立されていない。

2.2目標信頼性レベルの設定

信頼性設計法においては，目標とする信頼性レベルをどの程度に設定するかが重要な課題とな

る。海洋建築物の場合，建造実績が少ないことから，目標信頼性レベルの設定基準については定

説が得られるまでには至っていない。建築物の用途や利用形態，限界状態モードと限界状態を超

過することによって生じる結果（人的・物的損失，環境破壊など）の重大,性，限界状態の予知の

難易度などを考慮して，適正な値を設定する必要がある。

目標信頼性レベルの設定法としては，次のような方法が考えられる[2]。
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2.2.1既往の設計規準との整合(calibration)に基づく方法

この方法は，既往の設計規準によって設計された構造物が，過去の実績から見て安全性におい

ても経済性との均衡においても一応の基準を満足しているとの前提に立つもので，それらと同程

度の信頼性レベルが保証されるように目標信頼性レベルを設定するものである。やや保守的な考

え方ではあるが，明確な設定基準のない現状では最も現実的で，かつ社会的にも容認を得やすい

方法であるといえよう。前記のレベルｌ設計法を採用している各国の設計規準[9]は，この方法に

より限界状態設計規範の部分安全係数を設定している。

参考までに各種の構造設計規準および実際に設計された構造物の構造要素レベルでの許容破

損確率Ｂａ（許容信頼性指標β（１）の値を，文献[2]より引用してFig.２に掲載しておく。
海洋構造物ではβα－２．５程度で，苛酷な環境下に建設される構造物であるにもかかわらず，一

般の建築物と同程度かやや低めの値が設定されている。これは現存の海洋構造物が主として石油

掘削を目的とした専門従業者を収容する施設であること，耐用期間が20年程度で比較的短いこと，

海洋作業が危険であることが社会的に容認されていること(Table２参照)，また従業者もそのこと

を十分に承知をしていることなどの理由によると推測される。不特定多数の人間が利用する海洋

建築物に対して，この値をそのまま使用してよいかどうかは，この種の建築物の安全に対する社

会的認識や防災・避難対策のあり方とも関連して，今後の検討を要する課題である。

2.2.2他の災害危険性との比較に基づく方法

この方法は，構造物の建設によって生ずる新たな危険性のレベルは他の災害による危険性と比

較して十分小さく，社会的に容認されうる程度のものでなければならないとする基準（社会的基

準socialcriteriaとよばれる）に基づくもので，構造物の建設に伴う災害の危険性のレベルを他の

災害危険性との比較により設定するものである。原子力施設などの重要構造物の危険度評価に一

般的に用いられている方法である。通常の構造物の信頼性設計を行う場合に，このような危険度

評価をその都度実施することは実際上不可能なので，社会的基準を満足する構造物の許容破損確

率の算定式として，次のような式がCIRIA[13]によって提案されている。

Ｅルー等Ｍ
ここで，

Ｂａ：耐用期間中の構造物の許容破損確率

Ｔ：構造物の耐用年数

Ｋｓ：社会的基準係数(Table２）

ｎW.：破損に伴って被災するかも知れない人間の数

2.2.3生涯総費用最小化に基づく方法

保守・点検費用，補修費用，損害保険料などを含む期待初期建設費用ｃＩ，限界状態確率月，お

よび，限界状態に達することによる期待損失費用ＣＦから得られる期待生涯総費用

C,Ｔ＝ＣＩ＋〃CＦ
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Table2：社会的基準係数

構造物の種類

公共建築物，ダム

住宅，事務所，商業・産業施設

橋梁

タワー，マスト海洋構造物

ハーＳｒ

Ｏ､００５

０．０５

０．５

５．０

を最小にする信頼性レベルを目標信頼性レベルとする方法である（Fig.３)。費用評価が経済変動

の影響を受けるため難しいという難点はあるが，最適代替案の決定や点検・補修戦略の策定，撤

去．延命の意志決定などにも利用できるので，将来的に最も発展が期待できる方法であろう。

３まとめ

海洋建築物に信頼,性設計法を適用することによって得られる利点としては，次のようなものが

考えられろ。

l）荷重，材料の特性，構造要素の力学挙動などの不確定要因の統計的変動性が信頼性評価や安

全係数の設定に合理的に反映される。

2）各限界状態に対する限界状態確率が定量評価できそれらを適宜調整することによって，各

限界状態の信頼性に対して相互に均衡のとれた構造物が設計できる。

3）建築物の用途や限界状態に達することによって生じる結果の重大性に応じて目標信頼性レベ

ルを設定することができる。

信頼'性設計法は，現時点では不確定要因を取り扱える最も合理的な設計法として位置づけられ

るが，その理論体系の華麗さに比して，応用面での研究の立ち遅れが指摘されろ。今後この設計

法を実用設計法として確立するために解決すべき課題を，以下に思いつくままに列挙しておく。

l）荷重や強度などの確率モデルの構成に必要な統計資料の蓄積，特に，極限環境下における波

浪，風などの観測データの収集

2）信頼性解析法の効率化・実用化特にシステム信頼,性解析法の確立

3）苛酷な海洋環境下における耐力劣化と荷重の繰り返し作用効果を考慮した信頼性解析法の確

立[141[15]，および，耐力劣化（劣化速度，劣化関数）の定量的評価のためのデータベー

スの構築

4）居住性など主観的要素の混在する場合の信頼性評価法の確立

5）目標信頼性レベルの設定基準・根拠の明確化

6）点検・補修戦略の策定，撤去・延命の意志決定などへの信頼性工学の適用とその実用化お

よび，費用評価や点検・補修効果の定量的評価のためのデータベースの構築
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総合討論（１）

司会：午前の３つの朝田先生、鈴木先生、松井先生、３つの講演についてラン

（増田）ダムに質問を受けたいと思いますので、何かございますでしょうか。

テクノスーパーライナーの遠藤と申します。浅田先生にお伺いしたいん

ですけれども、飛行機の場合の疲労試験のやり方なんですけれども。先

程のお話で５千フライト中で最も厳しい海上で疲労試験をするというお

話があったんですけれども、ちょっとどういうふうにやるのかあまりイ

メージが沸かないんですが。まず飛行機はですね、飛び上がって着陸す

る、それを１回カウントするような荷重履歴受けると思うんですけれど

も、それにプラス飛行中に何回かガストにつっこんでパッチがありまし

てですね、そういうものも考慮してそういう２種類の荷重について、疲

労ということであればですね、そういうことを反映した試験をすると思

うんですけれども。具体的にどのような疲労試験をされるのか。もうち

遠藤

ょつと教えて頂きたいんですけれども。

朝田：どうもご説明が不適切で申し訳ありません。あれはボーイングの方法な

んですけれども、今ご指摘のように地上を走行していて、それから飛び

上がりまして突風を受けたり、それからそうだ荷重を受けたり、それか

らまた地上に降りてきてタキシーゲンに入って、今おっしゃいましたよ

うにワンフライトとして。非常に軽微な荷重に遭遇することもあります

し、非常に厳しい荷重に遭遇するときもあるわけです。疲労試験を行う

にあたりまして、ボーイングのやり方なんですけれども。ボーイング、

ボーイングと申しますけれども、日本では最近飛行機を造っておりませ

んので代表的な例を申し上げているんですけれども。彼らは５千フライ

トを一つのブロックと致します。５千フライトの中で最も厳しいフライ

卜を－つだけ加える。荷重の最も厳しいものをワンフライト加える。そ

れでその次に緩いものを例えば２百フライト加えるとかいうふうにやっ

て、５千フライト分を－つのブロックとして構成いたします。その５千

フライトを繰り返し加えていくと。ですから、例えば７４７ですと２万

フライトがターゲットの寿命なんですけれども、５千フライトを結局４

回加えるということになります。さらにそれにスキヤッターファクター
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に２をかけますから、５千フライトを８回、５千フライトをワンブロッ

クとしたそのブロックを８回加えて試験が終了するという格好になって

おります。ですから、非常に厳しいフライトは結局、もし４万フライト

の保証をしようとしますと８回加わってくるということになります。だ

いたいそんなことなんですけれども。

遠藤：どうもありがとうございました。

司会：他にご質問ありませんでしょうか。

（増田）

司会：私の方から、これも朝田講師にお尋ねしたいんですけれども。実際にダ

（吉田）メージトランス設計を行って、それで運行をしてデータをかなり詳細に

ご説明いただきましたけれども、その結果で収集されてということです

けれども。これをデータを収集されて判断があって、そのままにしてお

いてもいいとか、それから緊急の修理を要するとか、あるいは何十回後

のフライトには修理するとか。修理の内容はヘビー、あるいは極めて軽

いものとか、いろいろおありになると思うんですが。その判断はオペレ

ーションをやっている会社なんでしょうか、あるいはメーカーさんなん

でしょうか。どっちになっているんでしょうか。

朝田：今の先生のご指摘になりましたように、非常に軽いものはそのエアライ

ンのオペレーターの経験で修理する、経験で修理できるわけですけれど

も。ヘビーなものになりますと、これは全部メーカーが判断して、今お

っしゃいましたように、直ちにやれ、次の時にやれとかというのは全部

メーカーが指示しているようです。

司会：その当たりも、先程もかなりコンプリートなマニュアル化ということの

（吉田）ようにお聞きしておりましたけれども。そういうのができあがってくる

わけでございますね。

朝田：そうでございます。
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司会：ありがとうございました。それは次の質問をお願いします。

（吉田）

前田：東大技術研究所の前田でございます。日本海事協会の鈴木さんにお尋ね

したいんですが、そもそもＩＳＯ９０００というのは割と最近私ども耳

にしだしたんですが、私専門外ですのでお尋ねしたいんですけれども。

もともとはＥＵが提唱してアメリカが追随して造られたと伺っておるん

ですが、ＩＳＯというのはそもそも国際機関のように受け取っているん

ですけれども、その場合日本はどの程度関与してですね、こういうもの

がどんないきさつで造られたかということと、もう一つＩＳＯ９０００

が後１，２，３，４ですか、もう一つありますけれども、それの関係が

ないようが違うのか、何かどれかがどれか包含するような関係になって

いるのか、そのへんを簡単に教えていただけるとありがたい。

鈴木：只今のお話ですね、ＩＳＯですからやはりあくまでも任意の規格なんで

すね。それを国に取り入れると一応強制力ということになりますが、日

本の場合ですね、ＩＳＯ一応ＪＩＳ化されております。ちょっと私申し

上げなかったんですが、ＪＩＳＺの９９０１からございます。という

ことで、ＪＩＳが一応強制かどうかということですが、これもいろいろ

あると思いますけれども。それからですね、今おっしゃられた１，２，

３，４ございますが、古い版というのは１９８７年版ですね。この版で

は１，２，３でもって多少内容の抜けがございます。ＩＳＯでよろしい

ですね。ＩＳＯの場合で９００１ですと、これは設計開発それから浮体

サービスと、こういうものを入れましたフルコースだったわけですが。

９００２になりますと設計がないと、浮体サービスがないと。こういう

ようなことでございました。それから９００３ですと、検査。試験関係

が主体ということで、これは実際ほとんど使われておりません。９００

４番というのは逆にですね、サプライヤさんの内部の品質システムの構

築のための規格でございます。これは古い話でございますが、今度新し

い版になりまして、１９９４年版。一応構成は１，２，３は同じでござ

います。９００１から９００２，９００３ですね。只９００２の場合に

は設計が実際は抜けという格好になっております。浮体サービスは逆に

入っていると。そんな格好ですね。
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前田：９０００そのものは．．．

鈴木：いろいろございましてですね、ちょっと今日は用意してこなかったです

が。９０００というものが－つございまして、９００１，９００２，９

００３，９００４、これらをどういう使い分けをするかというのをＩＳ

Ｏ９０００で決めております。その中でいわゆる品質システムの認証と

いったらよろしいですか。日本では示唆登録といっておりますが、そう

いうものを取得するのに使うのは９００１，９００２，９００３でござ

います。ちょっと舌っ足らずかもしれませんが、だいたいそんなところ

でございます。

司会：よろしいでしょうか。他にはご質問ありませんでしょうか。

（増田）

小林：建築の方から。鈴木先生と松井先生に一つずつ簡単なことですが。ＩＳ

Ｏの規定がですね、今造船の立場でお話しいただいたんですが、よその

分野というんですかね、そこらへんの現状はどうなっているかというこ

とと、もう一つ、確かに任意ではあるんだけれども実際に品質が向上し

たのかどうかというそこらへんの感想を伺いたい。それから松井先生に

はですね、先程限界状態設計のお話がでたんですが、これはいろいろ議

論のあるところでしょうが。今度のああいう大災害をみるとですね、確

かに安全率の方であの場合は荷重にも安全率があるし、材料にも安全率

があるんだけれども、いったんああいう事態になると、どっちの安全率

が足りなかったんだということで、簡単な先生ご自身のお考えが聞けれ

ばと思います。以上２点をお願いします。

鈴木 先に私鈴木の方からお応えしたいと思います。他の分野とおっしゃられ

ました、規格そのものはどの分野もほとんど一緒でございます。該当す

るものがあるかないか、あるいは特殊な取り扱いというものがございま

す。実際に規格をみていただきますと非常にわかりにくいことがたくさ

んはいっています。適当とか適切な場合とかですね、必要な場合とか。

その辺が全部変わってくるわけですね。例えば必要な場合というと法的
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にどうなっているかとか、いろいろな制約条件があるかとか・そういう

分野がいろいろ変わってまいります。建築の場合には多少別の意味合い

がございますので、一応こういう品質システムというのは固定された事

業所さんが主体というかですね、その辺を考慮して作られたシステムと、

いわゆる製造業が主体という格好になっております。建築の場合いろい

ろと建設現場が変わるわけですね。その場合の取り扱いがかなり難しい

のではないかと思います。通常ですと固定された場所で造ると。－部今

日私省略させていただいたんですが、造船所で造る海洋構造物、これは

意図がございます。物によってはですね、石油掘削関係でもですね、ジ

ャケット、モジュールとございます。現地でフックアップしたり．ミッ

ショニングしたりと。こういう物になると少し変わってまいります。今

日は非常に単純なモデルということでお話しさせていただいたんです。

それが１件でございます。それから品質が向上するかと。これは非常に

難しい話なんですが、これは簡単に申し上げたんですが、このシステム

のなかでですね、出来映え基準というものが設定されるわけです。出来

映え基準を越えてですね、良いものができるということはほとんどござ

いません。むしろこのシステムが定着すればするほどそれに限りなく近

づいてくるのではないかと思いますね。ですから、飛び抜けて良いもの

というのは逆にあり得ない。そういうことになるかと思いますので、品

質は安定するけれども決められたものよりかはよくはならないというこ

とでございます。今申し上げました、出来映え基準というものはサプラ

イヤさんによって変えることができますから、そちらの方をご覧になっ

ていただかないと分かりませんですね。一応、見た目のいわゆる品質特

性は良くならないということでございます。よろしゅうございますか。

松井：今回の小林先生のご質問で荷重に不確定が多かったのか、材料にという

ご質問だと思いますけれども。今回の地震災害見させていただいて感じ

たことですけれども、そういうレベルで話に、もちろん荷重が大きかっ

たというのが一番大きいと思いますけれども、荷重の大きさよりも荷重

の質がずいぶん今までと違ったという。特に地震そのものが直下型だっ

たということで、従来の海洋型とは全く違う、非常に上下動が水平動と

匹敵するくらいの上下動だったというようなことですよね。そういうの

は多分日本の建築学会の設計基準は非常に特殊な構造物は別と致しまし
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て、一般の建築物はほとんど水平動だけでよろしいというような設計体

系になってたというのが－つある。それは荷重の大きさというより荷重

の質の捉え方が誤っているといえば誤っていたわけですね。今までの。

荷重の質というのが－つあるかと思います。それから今度は、破壊の仕

方もちょっと今まで建築学会で常識的に考えていたのと非常に違った破

壊と。例えば、いろいろな地震がきた場合は一番せん断力の大きな１階

というのが今までの常識だったのが、中間階で壊れちゃったというよう

な、今までの信頼性の言葉で言えば無知係数というんですかね。ちょっ

と見逃していたといいますか、そういうようないろいろな破壊モードを

見逃していたということに、信頼設計という言葉を使えばそういうこと

になりかと思います。やはり今まで経験したことのなかった地震動を受

けたがために今までとは全く予想しなかった破壊む－どができたという

のはやはり一つ、これはいろいろ原因調査これからやらないといけない

かと思います。それから材料の方もいろいろ問題。例えば非常に最近は

高強度とか高じんせいとかいう新素材、高性能の材料がどんどんできて

きてますけれども、そういうのがはじめてああいう大震災にあったとい

うことですね。あしあ浜のあの高層の柱が脆性破壊したなんていうのも

非常に特異な破壊ですし、ああいうのは今申し上げた即効性の材料を使

っておられますので、それらが材料を設計するときに予想してなかった、

実験、基礎レベルでいろいろ試験をされていると思いますけれども、そ

れらとは違った荷重がかかったのではないかというようなことで、いろ

いろな原因が重なっているかと思いますけれども。私自身はあまり詳し

く調べておりませんので、核なる返答はできませんけれども、感想でご

ざいますがよろしいでございましょうか。

司会：今のでよろしいでしょうか。それでは、私の方から松井先生にちょっと

（増田）お聞きしたいんですけれども。私は石油技術協会の方で浮遊式のプラッ

トホームとかを造っている方ではなく、実際に使う方なんですけれども、

その時に溶接が非常に重要な要素になってきます。このあいだの地震を

みると、うまい溶接が行われていないとかあるいは造るときに人的なフ

ァクターがはいって事故が起こるというのが、ちょっと心配ですけれど

も。そういうものに対する信頼性というのは何か良いお考えがあったら

ちょっと教えていただきたいと思うのですけれども。
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人的というんですか、ヒューマンエラーというんですかね。そういうよ

うなのは本当に非常に大事だと常々いわれてますけれども。私は信頼性

設計なんかにちょっと別の次元で考えた、さっきおっしゃった品質管理

とかそういう側面で、構造信頼性設計とはちょっと別、私自身は切り放

した方がいいかと思いますんですが。信頼性設計の中にそういうのは無

理矢理組み込みますと、構造設計自体がなにか非常にアンバランスな。

信頼性設計のメリットというのはやはりバランスのいい設計をしようと

するのがたぶん根底にあると思うんですが。そこへいろいろなエラーを

全部含めてくるとかえって構造設計そのものが非常にアンバランスなも

のになってしまうと。私自身はそういうエラーは品質管理の強化とかい

う、そういう側面でいかないとちょっと具体的な提案はあれですけれど

松井

も゜むしろＩＳＯとか、厳しい品質管理の基準がございますので、そう

いう側面でとらえていかないと非常に、とらえていくべきではないかと

いうのが私の意見でございます。今回の地震でもそういうすぎで？？で

やられたとか。やはり施工がいい加減だというのがある程度露出してい

るのもいくらかありますし、宿命的に避けられない、構造物を造ってい

くときに。検査態勢の強化という以外にちょっと手がないような気がい

たしますけれども。済みません、無責任な返答で申し訳ありませんが。

司会：どうもありがとうございました。他に何かございませんでしょうか。

（増田）

遠藤：テクノスーパーライナーの遠藤ですけれども、松井先生のお話で、地震

荷重が従来の推定に比べて非常に大きなものが突然来るのでですね、信

頼性の手法にはなかなかこれＩよのつからないような種類のものであると

いうお話があったんですけれども。ちょっとその話で今のここの席では

ですね、信頼性をできるだけやりましょうという話がありますので、ち

ょっと情けないなという感じがしたんですけれども。荷重は確かに今ま

での基準から大幅にはみ出したものかもしれませんけれども、一方でで

すね、壊れなかったというサンプルがたくさん神戸にはあるわけですね。

壊れたものもありますけれども壊れないものもあると。そういう壊れな

かつたというものもデータとして使うことによってですね、今までの設
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計法では荷重は確かに低く見積もったかもしれませんけれども、荷重の

後それから応答を計算して内力にする段階で、何らかの形で余裕がです

ね、いろいろな段階で見込まれていたと思うんです。その結果が構造物

が壊れないで健全で残ったのもあったと思うんで、いろいろなところに

埋め込まれていた余裕というものを全部洗い出して、再び信頼性ベース

でですね、見つめ直すのは非常に重要じゃないかと思うんですけれども。

そういう意味で、地震というのは是非信頼性ベースで取り扱っていただ

きたいと思います。

松井：貴重なご指摘ありがとうございました。建築学会の方も残っているのは

たくさんあるんだという話もでていましてね、テレビで報道されるのは

壊れたのばっかりで神戸中の方がああなったというような、皆さんいか

れてない人は錯覚があるかと。残っているやつはなぜ残ったかと、設計

がどこが良かったかというようなことも、これから分析していこうとい

うような話もございますし、非常など指摘だと思います。どうもありが

とうございました。

司会：他にございませんでしょうか。もしないようでしたら、時間も過ぎてお

（吉田）りますので、これで午前の部を終わりたいと思います。
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4．防波堤の信頼性工学

(運輸省港湾技術研究所水工部

部長 高山知司）

５水産土木施設の設計における安全』性の考え方

(水産庁水産工学研究所漁港水理研究室

室長武内智行）

6．海底石油生産システムの現状とその信頼'性

(石油公団石油開発技術センター開発技術研究室

研究員田辺明生）

7．マンガン団塊採鉱システムにおける揚鉱管の

挙動・強度について

(ＮＫＫｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ研究所船舶･構造研究室

統括ｽﾀｯﾌ 森川正夫）

総合討論（Ⅱ）
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4．防波堤の信頼'性工学

(運輸省港湾技術研究所水工部

部長 高山知司）

１．はじめに

現行における防波堤の設計法では、設計沖波の算定における再現期間の設定や

設計波として最高波を用いることについてある程度確率的な考え方が導入されて

いるが、基本的には決定論的に行われている。そして、設計の過程で生じる不確

定要素による決定値のばらつきについては、最終的に構造物の安定性の検討に導

入される許容安全率で十分カバーできているとみなされている。しかしながら、

許容安全率は、経験的に導入されたものであり、不確定要素に起因するばらつき

を考慮して決めたものではないため、構造物の安全度の尺度にはなっていない。

そのため、防波堤の設計において海象条件や地形条件によってその安全度が大き

く異なることが予想される。

近年においては、不確定要素に伴う決定値のばらつきを考慮した確率設計が構

造物の合理的な設計法として次第に導入されるようになってきている。防波堤の

設計においても、合理的な設計法としてこのような確率設計を導入する時期にき

ていると考えられる。本報告では、防波堤の確率設計のための滑動被災確率算定

法について述べる。

２．防波堤の現行設計法における不確定要素とその推定誤差

現行の防波堤の設計法では、設計沖波に対して波浪変形計算を行い、防波堤の

設置点における彼の諸元を求め、波力を計算して、この波力に対して安定である

ように堤体の諸元が設定される。

設計に用いる沖波としては、３０カ年以上の異常波浪の現地観i１１値や波浪推算

価から沖彼の岐商出現獅度分布を推定し、その分布形から再現期凹（迦稀５０年）

に対応する彼商が用いられる。しかしながら、限られた波高データを用いて沖彼

の出現獄度分布を推定するため、必ずしも正確な出現州度分布を推定していると

は限らない。採用した異常波浪データによっては異なる波高出現頻度分布を求め

ている可能性もある。

設定した沖波は、防波堤の設置点に到達するまでに海底地形の影響で波高や波

向が変化する。このような波浪変形は数値計算によって算定される。数値計算法
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としては、一般にエネルギー平衡方程式や緩勾配方程式を用いて計算されるが、

算定した波高や波向には計算上の仮定や数値計算では表せない不確定な現象によ

る推定誤差が含まれると考えられる。そのため、計算結果は必ずしも実際の波高

や波向と一致しない可能性がある。

防波堤に働く波力は、合田公式あるいはそれを修正した公式が一般に用いられ

ている。これらの公式はばらつく実験値から求めた経験公式であるため、波力の

算定には当然推定誤差が含まれる。

防波堤の安定性に関しては、堤体の滑動と転倒、基礎地盤の支持力が検討され

ている。この中でも防波堤の滑動安定性が重要な要素となっている。堤体を滑動

させようとする波力に対しては堤体は摩擦力で抵抗するため、摩擦係数の設定が

重要である。堤体と捨石マウンドの間の摩擦係数としては、経験的に設定した値

が用いられているが、実際の摩擦係数がこの値に必ずしも一致するとは限らない。

以上のような不確定な要素による推定値のばらつきがあるのにも係わらず、現

行の防波堤の設計法では、このような不確定な要素による推定誤差については考

慮されておらず、最終的な堤体の安定性について検討するときに導入される許容

安全率によってこれらの推定値のばらつきはすべてカバーされているとみなされ

ている。しかしながら、許容安全率は経験的に導入されたものであるため、堤体

の安全度を示す指標ではない。防波堤の安全度を正確に評価するためには、上述

の不確定要素に配慮した防波堤の合理的な設計法が必要になってきている。

そこで、現行の波浪変形計算や波力公式の推定誤差を模型実験や現地観測値を

用いて調べるとともに、摩擦係数についてもそのばらつき度合いを実物大の模型

実験から調べ、これらの結果を考慮して、防波堤の滑動安定性を定量的に評価す

る手法の検討を行ってきた（高山、１９８９，１９９０；高山・池田、１９９１、高山・藤井、

１９９１、Ｔａｋａｙａｍａ＆Ｉｋｅｄａ，１９９３）。

限られた数の異常波浪時の沖彼から推定した波高の出現確率分布の推定精度に

ついては、合田（１９８８）が－部検討を行っているが、必ずしも十分ではない。今

後詳細な検討が必要である。

沖から防波堤設置地点までの波浪変形計算法としては、現在ではエネルギー平

衡方程式法あるいは緩勾配方程式法が採用されている。綾勾配方程式法は位相の

変化まで考慮できるので理論的には厳密であるが、波長のｌ／８から１／１０程

度の細かい格子で計算しなければならないことから設計波高を求めるような広領

域の計算にはまだ適さない。そのため、エネルギー平衡方程式が波浪変形による

設計波の算定に通常用いられている。両方程式とも基本的には砕波による彼の減
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衰は計算できないが、砕波によるエネルギー損失を仮定することによって計算で

きるようにしている。これらの仮定について今後の検討が必要である。図－１は

エネルギー平衡方程式法の推定精度を調べた結果である。図中の横軸は、計算値

に対する実測値あるいは実験値との比を示している。この図でわかるようにエネ

ルギー平衡方程式法による計算値は平均的にみると、約８％大きめに推定してい

ることがわかる。緩勾配方程式法についても同様な検討しているが、エネルギー

平衡方程式法とほぼ同程度の推定精度であった。

図－２は、混成防波堤の現行設計に

用いている合田波圧公式の推定精度を
18
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調べたものである。図中の横軸は、合

田彼圧公式から算定した水平波力に対

する実験から求めた波力の比を示して

いる。この図から合田公式は平均的に

みて波力を１０％近く大きく推定して

いることがわかる。しかしながら、合

田波圧公式で推定した波力を越えるも

のが約３０％もあることを示している。

合田の波圧公式では、堤体を設置する

マウンドの条件による波圧の増大を考

慮しているが、これだけでは十分でな

：６６
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ＨＥ／Ｈｃ
〈、大きな衝撃波カカゴ働くことが明ら

かになっている。これについては谷本図－１波浪変形計算の推定誤差

ら（１９８１）が検討を行っており、衝撃（エネルギー平衡方程式法）

砕波力が発生する条件を明らかにして

いる。この衝撃波力は非常に大きな力になるが、その作用時間は非常に短く、こ

の彼力が堤体の渦動にすべて寄与しているとは考えられない。そこで、Ｔａｋａｈａｓｈ

ｉｅｔａｌ．（１９９３）は堤体の動きを考慮して、堤体の渦動に対する有効衝撃波力を

検討して、有効波力を算定する実験式を提案している。また、現行設計法では、

衝撃砕彼力が作用する条件をできるだけ避けて設計するように推奨されている。

図－３は、現地とほぼ同じ堤体模型を用いて行った模型実験（森平ら、１９７８，１

９７９）から求めた摩擦係数についてそのばらつきを調べたものである。この図の横

軸は設計に用いている摩擦係数（ｆｏ＝０６）で正規化している。実際の摩擦係数

は、平均的にみると設計値より６％程度大きいが、設計値より小さくなる確率が
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図－２合田波圧公式の推定誤差 図－３摩擦係数のばらつき

３５％程度あることがわかる。

以上述べた沖波の設計波高や波浪変形計算、波力公式、摩擦係数以外にも、堤

体の中詰めに用いる材料による堤体重量のばらつきなどが考えられる。

３．堤体の滑動確率の算定法と滑動遭遇確率

防波堤の滑動確率については、図－４の計算フローに示すように、まず、現行

設計法に従って防波堤を設計し、そして、その防波堤に対して沖波や潮位の出現

確率、さらには波浪変形計算や波力の推定誤差を考慮して、摩擦係数のばらつき

の確率分布から防波堤の滑動確率を求めている。

堤体の安定性については、堤体の滑動および転倒、基礎地盤の支持力について

検討が行われている。堤体の滑動と転倒について被災確率を検討した結果を図一

５に示す。この図で横軸は現行設計法で設計したときの堤体幅Ｂｏに対する堤体

幅Ｂの比を示している。この図でわかるように、現行設計注で算定した堤体幅で

はIli云倒確率は渦動確率より非常に小さい。転倒確率が渦動確率より大きくなるの

は、現行設計法で設計した堤体掘の０．６倍より堤体幅が小さくなるときである。

このことから、迦常の場合、堤体の渦動が１，要な要索で、転倒は堤体の幅が比較

的小さい墹合に限られる。つまり、転倒が111要になるのは波高が比較的小さく、

水深が深い場所に設置される墹合である。

図－６は、沖波および波浪変形計算や彼力公式、摩擦係数の推定誤差を考慮し

て算定した混成防波堤の滑動遭遇確率の一例を示したものである。この計算にお

いては、沖波の波高出現確率分布としてワイブル分布を仮定し、設計沖波波高は
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滑動と転倒に関する被災確率図－６混成防波堤の滑動遭遇確率図－５

６．５ｍとしている。また、不確定要素による推定誤差の分布は正規分布を仮定

している。防波堤は、現行の設計法に従って再現期間５０年の波を用い、滑動お

よび転倒の許容安全率を１５２とし、マウンドの許容端し圧を７０ｔｆ/ｍ２として設

計している。この防波堤の耐用年数を５０年とし、耐用年数間における滑動遭遇

確率を求めた。図中の●印は実測あるいは実験データから求めた推定誤差の値を

そのまま用いて計算したものであり、○印は求められた値を危険側に丸めて計算

したものである。そのため、○印で示した値はこの値以上にはならないと推定さ

れる上限値を示し

たものである。現行の設計法では同一の安全率で設計されているので、設置水深

や海底勾配に関係なく同じ安全度で設計されていると考えられ易いが、不確定要

素を考慮して防波堤の滑動遭遇確率を計算してみると、滑動遭遇確率は、沖波の

条件が同じであっても、設置水深および海底勾配によってによって変化している。

特に、海底勾配が１／ｌｏのように急勾配ではこれより緩やかなものより渦動道

jullHii率は高くなっている。また、渦動遭遇確率は防波堤の設置水深が深くなるほ

ど高くなる傾向を示しているが、設置水深の影響は沖彼波高の条件によって変化

すると考えられる。●印で示す値から判断すると、海底勾配や設置水深を考慮し

ても、滑動確率は０．２以下になっている。この値は、１０００函のケーソンの

うち年間４函程度が滑動する確率である。
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最適設計法４

このような防波堤の被災確率が求まると、防波堤の初期建設費に加え、耐用年

数間に防波堤が被災したときに必要な修復費を加えた総費用が防波堤の天端幅に

よってどのように変化するか調べることができる。防波堤の天端高は越波伝達波

６倍が標準となっているので、高によって決まり、通常は入射波有義波高の０

堤体幅を決めれば、防波堤の諸元が決定できる。堤体幅を狭くすると、ケ ソン

の製作費や捨石マウンドの幅、地盤改良の幅等が小さくなるので、防波堤の建設

方、防波堤の堤体幅を狭くすると、それだけ堤体重量が減単価は低下するが、

少するため、堤体は滑動や転倒を起こし易くなり、防波堤の修復費が増大する。

このように修復費と建設費とは逆の関係があるため、総費用はある堤体幅で極小

値を持つことになる。この極小値に対応する堤体幅が耐用年数間で最も費用が少

なくてすむ最適幅となる（高山ら、１９９４）。

そこで、防波堤が滑動被災を起こしたとしても、その堤体は破壊せず、そのま

ま修復に利用できることや堤体マウンドの修復単価、ケ ソンの製作単価等を仮

定して、防波堤耐用年数間における被災修復費を含めた総費用の変化を調べてみ

７である。図では堤体幅を現行設計法で設計した堤体幅に対する比でたのが図

この条件では最適堤体幅は現行設計法で設計した堤体幅より２割整理している。

程度小さくできそうである。さらに、防波堤の修復費を考慮しても、２割ぐらい

ま初期建設費を低減できそうである。この計算には多くの仮定が入っているので、

さらに詳細に検討する必要性があるが、将来的にはこのような信頼設計あるいは

経済設計が実際の設計に導入されるようになるのは時間の問題だと考えている。

おわりに５

防波堤の現行設計法では、設計の仮
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定に現れる不確定要素による決定値の

ばらつきについては考慮されておらず、

堤体の安定性に最終的に導入される安

全率によってすべてカバ されている

しかしながら、安全率と考えている。

ま経験的に導入された値であって、必

安定度を示したものでなも堤体のずし 0.4 ０６０．８１１．２１．４

無次元堤体幅β/β。
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堤体の安定度を正確に見積り、それ図－７防波堤堤体幅と費用との関係
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を定量的に示すためには信頼設計法を導入しなくてはならない。今までの防波堤

の設計では同じ安全率で検討をしていたために、あたかも同じ安全度で設計され

ているような錯覚を起こしていた。しかしながら、現行設計法で設計された防波

堤の安全度を信頼性設計で検討すると、地形条件や海象条件によって防波堤の安

全度が異なることがわかった。さらに、防波堤の耐用年数を考慮すると、現行設

計法は必ずしも最適設計ではなく、修復費がほとんど不必要な設計になっている

ことが明らかになった。

今後においては、防波堤の設計において信頼性設計を導入し、防波堤の重要度

によって安全度を変化させることが重要であろう。このためには、さらに信頼性

設計のためのデータの蓄積と今までと同程度の容易さで設計ができるように設計

プログラム等を整備することが重要である。
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5．水産土木施設の設計における安全性の考え方

(水産庁水産工学研究所漁港水理研究室

室長武内智行）

ｌはじめに

水産土木施設とは沿整施設（沿岸漁場整備開発事業に用いられる施設）と漁港

施設を指す。これらの設計において施設の安全性を確保するための設計条件をど

のように考えているかについて紹介したい。

特に沿整施設は他の海洋・沿岸施設とは異なった条件に設置される場合が多い

ので、設計指針')をもとに沿整施設に特有と思われる設計条件の算定法を中心に

述べることにする。

たとえば、沿整施設の設計指針では人工魚礁などの設計流速、着底衝撃力、転

石の安定重量などの算定法が示されているが、これらは他の施設（構造物）の設

計指針などにはあまり見られないのではないかと思われる。

なお、沿整施設については設計指針（表－１）が、漁港施設については標準設

計法2)がそれぞれ公刊されている。

２．沿整施設設計指針の特徴

沿整事業は水産生物生産の場の造成・改良を図ろもので、対象となる場は海面

より海底までの海洋空間であり、水深もＯ～２００，余と工学的に経験の乏しい

場である。かつ実施主体は都道府県、市町村から漁協・漁連にわたる。そのため、

事業実施者の設計の適正化、省力化を図ろために設計指針が定められた。

指針に定めがない場合、同等以上の基準がある場合はそれを準用することが出

来、その基準としては「漁港構造物標準設計法」を採用することを原則としてい

る。

この指針は、施設の機能と防災上の設計に関するものであり、生物的知見に基

づく計画指針は別途定める事となっている。なお、本講演では主に防災上の設計

に関する部分について述べる。
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沿岸漁場整備開発事業施設設計指針（平成４年度版）目次表－１
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第９章浮魚礁

第10章養殖施設

第５編水質改善工法
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第１２章河口閉塞の防止工法

参考資料
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３．設計条件

３１潮位

○防災上の設計潮位は、構造物が最も危険となる潮位をとることが原則である。

○機能上の設計潮位は、目的とする構造物機能の最も低下する潮位を設計潮位と

し、この条件下で所要の機能をもつ構造物を設計する。

○少なくとも１年以上の観測資料が必要である。近傍に検潮所のある場合には当

該海域で大潮時、小潮時における１４時間以上の観測によって改正数を求める

ことが出来る。

３．２波

○ここで扱う波は、施設の設計に関係する周期ｌ～３０秒の普通重力波である。

○施設の中には、波の諸元から直接設計できるものもあれば、波から誘起される

流れ、水位上昇、水圧変動などの水理諸量が設計条件となるものも多い。

○防災保全を考慮する際には、構造物に対して想定される最も大きい有義波を用

い、また、機能を考慮する際には施設の利用期間内に生じる最多頻度または最

も大きい有義波を用いる。

○波の公式、図表などにおける沖波は、直線水路で実証したものが多いので、こ

の適用には換算沖波を用いる。

○魚礁などのような水深の深い位置に設置する施設については、換算沖波は不要

となり、海域の特性、設置位置の状況を十分考慮する。

○信頼に足る実測値を得るには、施設防災上の設計波については少なくとも１０

年間に亘る月別最大有義波の観測資料（波高、周期、波向）が、また施設機能

上の設計波については少なくとも１年間以上に亘る月別有義波の観測資料が必

要である。

○波浪資料のうち推算によるものとしては、過去の長期間（原則として３０カ年

以上）に亘る異常気象や仮想台風などに対する波浪推算値、あるいは常時波浪

を対象として５カ年以上の連続した気象資料を用いることを原則とする。

○確率波高の算定に当たっては、毎年の最大波を用いて統計処理する。

○方向スペクトル波を用いて海底構造物に対する波力を計算する場合には、表層

設計波の０．９倍とすることが出来る。

○うねりの推算値は概略の値を示すものとして取り扱う必要があり、実測値と比

較検討の上で使用することが望ましい。
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○波の屈折について、海底地形が複雑で等深線間隔が著しく不等の場合、海底勾

配がl/10より急な場合、大きな曲率で屈折する波向線から波高の変化を求めよ

うとする場合、砕波帯内の場合などにおいては厳密な精度は期待できないので、

水理模型実験によることが望ましい。

○衝撃砕波力が発生するおそれのある場合は、条件に適応した模型実験を行って

検討することを原則とする。なお、衝撃砕波力が発生するおそれがあるか否か

の検討は図－１によることができる。

Ｌ－歴＝わβ≦20.

ＹＥＳ

５．つ`/A〉06￣
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＜０．０３

０．３

ＹＥＳＹＥＳ

衝撃砕波力発生の

危険性あり

図－１衝撃砕波力の検討

○水面下の部分の被覆材の重量について、傾斜式潜堤の場合は、通過波により背

面へ転落する危険があり、被覆石およびブロックは式（１）で求めた重量の約

２倍のものを用いることを標準とする。なお、この場合、堤先端部の重量はさ

らに’５倍の割増はしないこととする。

γｒｗｏ３Ｈ３
Ｗ＝

Ｋｄｃｏｔａ（γ『＿ｗｏ）３

ここに、ｗ：ノリ面上の捨石または異型ブロックの最小重量（ｔ）

γ『：捨石または異型ブロックの空中単位体積重量（tf/m3）

α：ノリ面が水平となす角度（。）

Ｈ：進行波としての前面波高（、）

Ｋｄ：被覆材によって定まる定数

（１）
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３．３流れ

○海流、潮流などの設計流速は流れの卓越する季節に設置水深位置で１５日以上

の実測を行い、調和分解による予想最大合成流速（各分潮の振幅和と恒流の合

計値）、あるいは’２時間移動平均流速の最大値のうち、いずれか大なる流速

のＫ倍（主流方向のＫ＝1.6、直角方向Ｋ＝1.2）を設計流速とする。

この方法は次の事によっている3）：

①流速観測にかからない慣性領域の変動流速のエネルギー合成値を、等方`性乱

流のエネルギースペクトルの`慣`性領域における-5/3乗則を用いて求めると、調

和分解による合成流のエネルギーの１５倍となる（図－２）。

②したがって、変動流速を加算した流速は主流方向にｒ2.5=１．６倍、直角方向に

Ⅲ111卦}Ⅲ.L募鴎高矼Ⅲ
(２）

Z几”

LA'’

、

Ｎ
ｕ

f， ムノ

図－２エネルギースペクトル模式図3）
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垣責計、
３４風

○構造物に作用する風については、３０年以上の期間の統計資料をもとに設計風

速を定めることを標準とする。

○風速の鉛直分布は一般に対数則で表示されるが、現行の各種構造物の設計計算

では簡単に指数則を適用している。

３．５漂砂

○移動限界水深内に施設を設置する場合、洗掘埋没に留意する。

○構造物の機能維持、隣接海岸への影響対策のために漂砂の卓越方向を把握し検

討する。

４．施設の設計

４１一般事項

○防災上の安全`性および経済性を満足するように適切な設計法を選定する。

○施設の形式、構造、材質、設置場所、設置方法、作用外力の特`性を考慮して、

適切な設計法を選択する。
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４２魚礁

○構造設計は次の事項について行う。

①施工時、設置後のすべての外力に対し部材応力が材料の許容強度内であるこ

と。着底時衝撃力など、一時的な外力に対しては、許容強度を大きくとってよ

い。

②波および流れに対して安定であること。

③洗掘、埋没によって魚礁機能を失わないこと。

④鋼材のような摩耗・腐食が予想される材質についてはこれを考慮する。

⑤特殊な材質を使用する場合は、材質の特`性を考慮した設計を行う。

○着底衝撃力、地震力など一時的な外力に対する許容応力は、長期許容応力度の

２倍としてよい。

○海底に着底するときの衝撃力は、着底時慣性力が重力のｋ倍になったとして静

換算重量で求める。

○ウインチ、クレーンなどによる設置の時は、着底衝撃力の計算に用いる着地速

度は、原則として1.0m/sとする。

また、魚礁上に魚礁を積み上げる場合は、原則としてクレーンによる着底とす

る。

○魚礁設置水深ｈがl/2Lより深い場合は、波力は考えなくてもよい。

４３着底基質工

○着底基質は、餌料海藻類の付着基質として、あるいは増殖対象生物にとり好適

な生息環境を形成するために設置される。

○設計流速について、非砕波帯では低潮位が最も危険であり、砕波帯では高潮位

が最も危険となる。

長周期波では、砕波点から沖側l/4波長程度までは、砕波点における底層流速と

同程度の底層流速が発生するため、着底基質の所要重量算定の上では、砕波点

と同様な取り扱いを必要とする。

○着底基質の所要重量算定式について、漁港、港湾および海岸保全施設に用いら

れるブロック積防波堤や離岸堤などに使用される捨石や異型ブロックのKD値は、

被災率１％以下となる値が用いられている。増殖場造成の場合、一般に、対象

となる海域が天然岩礁域周辺であること、背後地域の経済活動および増殖場に

おける着底基質の施工精度などを勘案して、着底基質の所要重量算定法を定め

た。
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（１）着底基質の所要重量算定式

着底基質が、砕波帯内および砕波帯近傍に設置される場合と非砕波帯に設置

される場合では、着底基質に求められる機能が著しく異なる。そこで、着底基

質の所要重量算定に際して、所要重量算定は以下に示す式（５）、（６）によ

る行うものとする。なお、式（５）は着底基質に石材を用いる場合に適用する

ものとし、着底基質や囲礁に異型ブロックを用いる場合は、信頼できる試験研

究機関において試験された値を用いることを原則とするが、本指針と同等以上

と認められる基準などを準用してもよい。

①砕波帯内および砕波帯近傍

Ｗ＝Ｃ･ｕ６ （５）

ここで、

Ｗ：着底基質の所要重量(kgf）

Ｃ：重量算定係数

２５：着底基質を単体で設置

５：着底基質を群体（敷設密度７５％以上）で設置

ｌ：着底基質を群体（囲礁を設けて、敷設密度７５％以上）で設置

ｕ：設計流速(m/s）

設計流速を算定する水深（以下、設置水深という）には、設計波の砕波水深

ｈｂを用いるのが原則であるが、砕波点からl/4波長以上岸側に増殖場造成する場

合は、図－３に示すように増殖場造成区間の最も沖側水深を用いるものとする。

また、増殖場造成区間がl/4波長以上の範囲に渡る場合、使用する着底基質の

適正化並びに軽減化を図ろために、図－３に示すように着底基質の所要重量の

算定はl/4波長毎に行うことが望ましい。

着底基質を群体設置した場合、敷設密度が高くなるにしたがい、また敷設幅

が長くなるにしたがい、敷設した着底基質の安定性が高まる。着底基質の敷設

密度が５０％以上となれば群体設置する効果が現れ、特に敷設密度を７５％以

上とすると群体設置する効果が著しいので、増殖場造成に当たっては、着底基

質を群体設置することが望ましい。

着底基質は、不規則波中の最大波の作用により破壊（瞬間的な逸散）に至る

ものではなく、連続した大小の波による連続的な作用により順次被害が拡大す

ることが多いので、着底基質の周囲に囲礁を設け逸散防止を図ろ必要がある。

囲礁を付加することにより、群体設置された着底基質の安定性が向上するので、

敷設密度が７５％以上の場合は、着底基質の所要重量を低減しても差し支えな
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い。

②非砕波帯

Ｗ＝０．０４ｕ６ (６）

翻しJ二,5J鰕二11上鰄…聯
’－１/化ルー+－１/4L,-＋-1/4L,－｜

砕波nF近傍

３ 印田

図－３所要重量算定式における設置水深の取り扱い

（２）潜堤状、鞍状に設置した場合の所要重量算定式

対象生物の生物学的、生態学的特性並びに経済性の観点から、着底基質の積

層厚は２～３層積までが一般的であるが、部分的に潜堤状、鞍状に多層積にす

る場合もある。その場合、着底基質の堤脚水深ｈと天端水深Ｒの関係により、

着底基質の所要重量算定法にハドソン式を適用する方が合理的と考えられる場

合もある。また、人工リーフではＬＷ.Ｌ,時の堤脚水深ｈと天端水深ＲがＲ／ｈ＜

０．２の場合、所要重量算定式にハドソン式を適用することが定められており、着

底基質の安定性を十分検討した上で適切な所要重量算定法を選定することが望

ましい。

（３）着底基質の品質

着底基質として一般的に用いられる石材は、安定計算上の所要重量から使用

石材の規格が決定されるが、増殖場造成に当たり安定計算上の所要重量を満足

しない軽量石材の混入が見られるので、石材の品質のばらつきを考慮して使用

石材の規格を決定することが望ましい。

○着底基質は工学的な安定条件を満足するだけではなく、対象生物の生態学的な

生息条件も満足する必要がある。また、漁業者の漁獲方法（漁具、漁法）や増

殖場の管理方法にも十分配慮した造成がなされることが重要である。

－６３－



４．４消波堤

○消波堤は増養殖場の波環境を水産生物の生理、施設の保全、漁場管理の立場か

ら望ましい程度に梢波するもので、完全防波を図ろ防波堤と区別される。

○造成漁場の許容波高は

①内部増養殖施設の保全

②増養殖対象種の成育管理

の両面から検討して決める必要がある。

○滑動に対する安全率は1.2以上とする。

○転倒に対する安全率は1.2以上とする。

４５浮消波堤

○魚類養殖場の場合、波高は1ｍ以下にすることが望ましい。

○係留索に使用するチェーンの許容張力は、切断試験荷重に対し３以上の安全率

を見込むものとする。

○合成繊維ロープの安全率は３以上とする。

○浮体の動揺を計算する際の波高は、最大波高とし、それが設計条件として提示

されていない場合は、

Ｈｍａ←２．０Ｈ１／３，ＴｍヨーＴｌ／３

を用いるのを標準とする。

○係留基礎の滑動に対する安全率は2.0以上とする。

○鋼材および係留索の防食に考慮する期間は、２０年とする。

○飛沫帯に施工する塗装は、３年以上耐えられる使用を選定しなければならない。

○付着生物重量は、設置地点における実測値を用いることが望ましい。実測値が

ない場合は8kg/m２（水中）を用いる。

４６浮魚礁

○浮魚樵設置の対象となる場は、海面から海底までの海洋空間であり、水深も浅

海域から1000m以上の大水深域と広域にわたり、かつ工学的に経験の乏しい場で

ある。

○安全率は以下の通りとする。

アンカーチェーン：３（ＪＩＳによる切断荷重に対して）

ワイヤーロープ：３（水と絶縁された状態で、規格（保証）切断荷重に対し

て）
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合成繊維ロープ：３（規格切断荷重に対して）

高機能繊維ロープ：３（材質の使用条件により異なるので、合成繊維ロープの

場合と同様に十分な検討が必要である）

○表層型浮魚礁は、一般に係留索長/水深比が1.2より大きい緩係方式で係留され

る。

○中層型浮魚礁の固有周期は波の周期と一致させないよう設計することが望ま

しい。

○急潮などの異常時に没水する浮魚礁の設計に際しては、別途没水時については

中層型浮魚礁と同様の検討を行わなければならない。

４７養殖施設

○内湾などで潮流、波浪があまり大きくない場所では、生寶底部枠網に沈子を均

等につける。

○潮流または波が強い外海域では、生寶網時底部の枠網に沈子を取りつけると共

に、生費底部から、中間淳子もしくは、係留索に連結索を設ける。

○浮施設の係留索にかかる衝撃力を緩和するため、浮施設から直接係留するので

はなく、中間に中間浮子を設けることが経験的に行われ、中間浮子の余剰浮力

が小さいほど衝撃力緩和効果が大きいとされている。

○生寶は潮流、内部潮汐流に対する大きな流水抵抗となるので、生贄の配置は漁

場内に適正な流路が設定されるようにする。配置によっては潮流制御に役立て

海水交換を促進させることも可能である。内部波、内部潮汐など密度流の卓越

している湾では、この海水交換機構を阻害しないよう配慮が必要である。

参考文献

ｌ）水産庁監修：沿岸漁場整備開発事業施設設計指針（平成４年版）、（社）全

国沿岸漁業振興開発協会、平成５年３月

２）水産庁監修：漁港構造物標準設計法（１９９０年版）、（社）全国漁港協会、

平成２年１０月

３）中村充：改訂水産土木学、生態系・海洋環境エンジニアリング、工業時事通

信社、平成３年８月

－６５－



6．海底石油生産システムの現状とその信頼'性

（石油公団石油開発技術センター開発技術研究室

研究員田辺明生）

（１）はじめに

１９９４年初頭における世界の石油及び天然ガス埋蔵量は石油換算で約１兆８千億

バーレルで、その２５～３０％が海域にあると推定されている。また、海洋に存在す

る埋蔵量の３分の２程度が水深２００ｍ位までの大陸棚と呼ばれる海域にあり、残り

の大部分はより深度の深い大陸斜面と呼ばれる海域に存在するものと推定されて

いる。

海洋油田の生産操業においても、陸上油田の場合と同様に、生産される流体は

原油、ガス及び水等に分離され、原油とガスのみが製品として出荷される。この

ため海洋油田の開発に際しても陸上と同様の生産・処理設備が必要となり、従来

より、生産処理設備を搭載し、かつ陸上油田における坑井基地としての機能を果

たす固定式の構造物（プラットフォーム：大半はジャケット式）が設置されてき

た。

しかしながら、近年における海洋油田開発の動向は、発見油田の小規模化と開

発対象域の大水深化、さらには長引く油価の低位安定に象徴され、従来の固定式

プラットフォームを設置することが技術的にも経済的にも困難なケースが増加し

ている。このような状況下で、理想的な海洋油田開発システムの姿として、洋上

のプラットフォームを必要としない海底生産システムが研究開発されている。そ

のひとつは、生産処理設備（セパレーター等）を海底に設置し、これにより生産

流体を液体及びガスに分離し、それぞれの流体を海底設置型の昇圧機によって陸

上もしくは既存のプラットフォームまで出荷する方式であり、もうひとつは、海

底設置型の多相流ポンプを用いて気液混相状態で陸上等の生産施設に送り、そこ

で処理・出荷するシステムである。これらの概念については、特に欧州を中心と

して研究開発が進められており、プロトタイプの実海域実験に入っているコンセ

プトもあるが未だ実用化に至ってはいない。一方、現在、坑口装置を海底に設置

した海底仕上げ井を適用し、生産流体の処理・出荷を洋上プラットフォームで行

う油田開発方式が実用化されており、この方式も広く海底生産システムと認識ざ
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れている。

ここでは、現在実用化されている海底仕上げ井を適用した生産システム及びそ

れを支える要素技術について、これまでになされてきた技術革新と現状を紹介す

るとともに、同システムを利用する石油会社の立場からその信頼性について考察

する。

（２）海底生産システム（海底仕上げ井）の発展史

本論に入る前に、まず、石油井戸とクリスマスツリーについて簡単に紹介する。

図lに示すように、石油の井戸は、地表面あるいは海底面から地層の圧力に応じ

てケーシングと呼ばれるパイプを挿入しセメントで固定することにより、地層の

崩壊等を防止しつつ目的層まで掘削される。掘削終了後は、通常チューピングと

呼ばれる生産流体の導管を最終ケーシング内に設置し、井戸元に設置されるクリ

スマスツリーと呼ばれるバルププロックにチューピングを接続して仕上げられる。

クリスマスツリーは、井戸からの生産流体の流れを遮断する役割を果たす。

固定式プラットフォーム等から掘削された海洋坑井のクリスマスツリーは、通

常、サーフェース（プラットフォーム上）に設置されるが、これを海底面に設置

した坑井を海底仕上げ井と呼んでいる。

海底仕上げ井は、１９６０年、Ｓｈｅｌｌ社によって米国、メキシコ湾、ＷｅｓｔＣａｍｅｒｏｎ

ｌ９２油田に世界で初めて適用が試みられた。本坑井（ＯＣＳ－０４０７Ｎｏ、７）の水深は１７ｍ

で、約４００ｍ離れたプラットフォームにフローラインで接続され、生産を開始した。

因みに、本坑井は水深３００ｍをターゲットに、浮遊式掘削リグによる仕上げ、ダイ

バーレスによるフローラインの接続、クリスマスツリーのフェイルセーフ．パル

プの遠隔制御を目的に設計されたもので、研究から設計、製造、設置に至るまで

に５年の歳月をかけたものである。本坑井が１９６１年から１９６５年までの４年間生産

を持続したことが、当時における大水深油田開発の幕開けとなった。

Ｓｈｅｌｌ社により適用された海底仕上げ井は試験目的の色合いが強い坑井であった

が、１９６３年には、Ｐｈｉｌｌｉｐｓ社によりカリフォルニア沖、Ｍｏｌｉｎｏガス田において海

底仕上げ井１０坑を用いたフルフイールドの開発が実施された。水深は７３ｍであり、

本油田の開発に際し設置されたクリスマスツリーは、バルブ操作等の作業を行う

目的で開発されたＭＯＢＯＴ（ＭａｎｉｐｕｌａｔｏｒＯｐｅｒａｔｅｄＲｏｂｏｔ）と名付けたれた一種の海中

ロボット対応として設計された。信頼性という観点から付け加えると、本ガス田
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開発で設置された坑井の内のｌ坑は、２０年間生産を継続し、１９８３年に廃坑、クリ

スマスツリーの点検作業が実施されたが、機能的欠陥は見つからなかったと報告

されている。

海底仕上げ井を用いた生産システムにおける続いてのトピックとしては、１９７５

年に開発されたＡｒｇｙｌｌ油田が上げられる。本油田は、英領北海において初めて開

発された油田であり、かつ、世界で初めて固定式ではなくセミサプ型掘削リグを

改造した浮遊式のプラットフォーム（ＴＲＡＮＳＷＯＲＬＤ５８）が海底仕上げ井による生産

流体の処理施設として活用された油田でもある。また、１９８４年より同油田に使用

された浮遊式プラットフォーム（ＤＥＥＰＳＥＡＰＩＯＮＥＥＲ）については、当該油田だけで

なく、同所においてＤｕｎｃａｎ、Ｉｎｎｅｓ油田の共同処理施設としても利用された。さら

にDEEPSEAPIONEERについて加えれば、本船は改造の後、現在、ベトナム沖のＤａｉ

Ｈｕｎｇ油田において稼働中である。

信頼性を示すひとつの指標となる稼働率については、Ａｒｇｙｌｌ油田の生産開始か

ら１２年間の平均で７０％あるが、生産開始当初の５６％から後期の４年間は８０％以上

に上昇している。後期におけるダウンタイムの原因は天候によるものが７～８割

を占めており、全体のシステム構成から考察するとリジッドライザー及びタンカ

ー出荷方式を採用したことが天候の影響を受けやすい要因となっている。

Ａｒｇｙｌｌ油田において天候の影響を大きく受ける要因となったライザーに関して

は、１９８６年、英領北海、Ｂａｌｍｏｒａｌ油田、水深１４３ｍにおいてフレキシブルライザー

が採用され、稼働率は当初３年間の平均で９５％を越した。現在では、ほとんどの

浮遊式生産処理プラットフォームにおいてフレキシブルライザーが採用されてい

る。また、同油田の浮遊式プラットフォームは、生産処理システム用として新規

に建造された最初のプラットフォームでもある。

海底仕上げ井あるいは後述する他の海底設置構造物の設置、保守・管理を含む

操業手法の革新という観点からは、海底仕上げ井の適用当初よりダイバーレスシ

ステムが指向されていたが、１９８２年に生産を開始したＣｅｎｔｒａｌＣｏｒｍｏｒａｎｔ油田（英

領北海、水深１５０ｍ）のＵｎｄｅｒｗａｔｅｒＭａｎｉｆｏｌｄＣｅｎｔｒｅが、本格的ダイバーレスシス

テムを採用した最初の大型プロジェクトとなった。

また、１９９３年に生産が開始されたノルウェー領北海、Ｓｎｏｒｒｅ油田（水深３３５ｍ）

のサプシー・プロダクション・ステーションは、坑井掘削ベース（スロット）を

２０坑分持つ世界最大の海底生産システムである。このプロジェクトでは、まさに

生産を開始しようとしていた１９９２年末、海底生産システムに電気的な欠陥が発見
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された。欠陥の原因が特定できず、コントロールの手法を変更せざるを得なくな

り、コントロールポッドの回収、ケーブルの引き直しが必要となった。この修理

作業の大半をこなしたのが、サプシー・ステーションに敷設された軌道上を自走

する特殊設計のＲＭＶ（ＲｅｍｏｔｅＭａｉｎｔｅｎａｎｃｅＶｅｈｉｃｌｅ）と呼ばれるロボットである。

このメンテナンスシステムの特徴は、メンテナンスに必要となる機器をＲＯＶによっ

て海上から海底まで運搬し、ＲＭＶは海底での修理作業に専念するところにある。

Ｓｎｏｒｒｅ油田におけるメンテナンス作業の成功を通じ、現在開発されているＲＯＶが、

予定されていなかった作業でさえ遂行する能力を有するまでに至っていることが

検証された。

海底仕上げ井を用いた生産システムの発達における最後の切り口として、その

適用水深をみると、昨年、ブラジル沖でＰＥＴＲＯＢＲＡ，Ｓ社がＭａｒｌｉｍ油田のＭａｒｌｉｍ－４号

井（坑口水深１，０２７ｍ）により１，０００ｍを超した水深から生産を開始したことは特

筆に値するものである。

因みに、１９９３年末現在までに海底仕上げ井は、全世界で７８９坑が設置されている。

設置海域では、英領北海が２３６坑と最も多く、続いてブラジル沖２２１坑、メキシ

コ湾８９坑、ノルウェー領北海４６坑となっており、この４海域で全体の約４分の３

を占めている。

設置水深別にみると、全体の８割以上が水深２００ｍ以浅である。但し、今後は探

鉱対象域の大水深化と開発技術の革新により、大水深への適用割合が増加してい

くものと考えられる。

操業会社別では、ブラジル国営石油会社のＰＥＴＲＯＢＲＡ，Ｓ社が２２１坑と群を抜いてお

り、続いてＳｈｅｌｌ社の８０坑となっている。

（３）なぜ海底仕上げ井を用いるのか

海底仕上げ井が採用される第一の要因は経済的優位性にある。

現在、海洋で井戸を掘るために必要となる費用は、掘削リグのレンタル費だけ

でもセミサブ型で１日当たり２～６百万円必要であり、1本の井戸を掘削する期

間を仮に２ヶ月とすればこれだけでも億単位の金額になる。このように石油開発

事業は、本質的に巨大な初期投資を必要とするばかりでなく１００本の試掘井を掘っ

て成功井は３坑程度と成功率、即ち、油田発見率の低いリスキーな事業である。
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さらに冒頭にも述べたように近年の石油開発を取りまく環境は、発見油田の小規

模化、開発対象域の大水深化に加え油価の低位安定といった言葉で象徴される通

り石油開発会社にとって厳しい状況にある。このような環境下で、少しでも経済

性を上げるためには、初期投資を極力抑え、かつ、投資した資本の早期回収を図

ることが重要となる。

海底仕上げ井は、その利用形態によって、生産システム全体の初期投資を抑え

ることが可能である。

また、従来の油田開発方法は、試掘井を掘削して出油を確認した場合、評価井

の掘削により油田の大きさを評価し、開発対象としての採算性を確認した後、プ

ラットフォームの設計・建造、開発井の掘削といった段階を経て初めて生産開始

に至っていた。ところが海底仕上げ丼を利用する場合、資本を早期に回収するた

め、以上のような段階を経ないで、油田の評価を進めながら生産を随時開始して

いくことが可能である。即ち、これは、油田の段階的な開発が可能で柔軟性にも

優れているということであり、例えばプラットフォームが結果的にオーバースペ

ックになるといったリスクも回避することが可能といえる。

さらに、1基の固定式プラットフォームで開発可能な油田の面積は、掘削技術

上の問題から最大でも数ｋｍ程度に留まるが、海底仕上げ井を利用することによっ

て、１基のプラットフォームでより広いエリアの開発が可能となる。

次に、技術的観点から考察すると、現在のサーフェース・コンプリーションの

最大水深が８７２ｍであるのに対して、海底仕上げ井は１，０２７ｍであり、大水深への

適応性も高い技術と評価される。

（４）海底仕上げ井の利用形態

現在採用されている海底生産システムの利用形態は２形態に大別される。

その1つは、既に開発されている油田のサテライト油田を開発するに際し、

底仕上げ井を適用して、本井をフローラインによって既存の固定式プラットフ

ームにつなぎ込むものである（図２）。この利用方式を用いることによって、

テライト油田の開発費を低減するだけでなく、既存プラットフォームの有効利

によりプラットフォームの延命等、既開発油田の経済性改善にも寄与すること

できる。１９９３年末までに適用された海底仕上げ井の内、約半数が既存のプラッ

フォームにつなぎ込まれたものである。
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もう１つの利用形態は、浮遊式プラットフォームとの併用である（図３）。海

底仕上げ丼のみにより油田を開発するのであれば、建造費の高い固定式プラット

フォームを用いることなく、セミサブ型あるいはタンカー型といった浮遊式プラ

ットフォームを用いるのが一般的である。このようなプラットフォームを総称し

て浮遊式生産システムと呼んでいる。浮遊式生産システムの特徴は、セミサブ型

掘削リグあるいは輸送用タンカーからの改造が可能で初期投資を低減させられる

だけでなく、生産終了後には他油田への再利用も可能といった経済的利点を有し

ている。現在、浮遊式生産システムにはレンタル方式を取り入れてサービスして

いる会社もあり、このため、特に既存施設の利用が困難な海域で発見される小規

模油田等において、今後、適用される機会が増加するシステムと考えられる。

現在までに設置された海底仕上げ井の接続先をみると固定式プラットフォーム

に接続されている坑井数が全体の４７％を占め、続いてセミサプ型プラットフォー

ムが３６％、タンカー型が９％となっている。また、２％に当たる１７坑が陸上生産

基地に直接接続されている。

（５）坑井アレンジメントの分類

生産システムとしての利用形態は以上の２形態に大別されるが、海底における

坑井のアレンジメントに視点を移してみると、これは大きく３方式に分類される。

ｌつめは、海底仕上げ井それぞれを直接生産施設につなぎ込む方式で、サテラ

イトウェル方式（図３）と呼ばれており、坑井数が比較的少なく、つなぎ込み先

となる生産施設までの距離が短い場合に多く用いられている。

２つめは、テンプレートと呼ばれる坑井掘削用のベースとマニホールド等を一

体化した構造物を海底に設置し、テンプレートからパイプラインあるいはライザ

ーと呼ばれる立ち上がり管を通して生産施設に流体を送る方式であり、テンプレ

ート．マニホールド・ウェル方式（図４）と呼ばれている。この方式では、海底

にテンプレートを設置する以前にテンプレート内の予備配管が可能であるため海

中工事が比較的容易であり、また、テンプレート直上にリグを搭載したセミサブ

型浮遊式生産システムを配置することにより操業中の坑井改修作業が容易となる

場合もある。しかしながら、テンプレート製造以前に坑井数を決定しておかなけ

ればならず将来的な油田開発の拡張に対して柔軟性に欠ける、さらにはテンプレ

ートを設置するまで開発丼の掘削ができないため油田発見から生産開始に至るリ
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－ドタイムが長くなり経済性が低下するという欠点を持つ。

最後の方式は、複数の坑井を海底に設置したマニホールドに繋ぎ、そこから生

産流体を１本ないし２本のパイプラインに集めて生産施設まで送るシステムであ

り、クラスター・ウェル方式（図５）と呼ばれている。この方式では、テンプレ

ート・マニホールド・ウェル方式に比べて坑井配置と坑井数に対し柔軟性があり、

また、テンプレートのような大規模構造物を設置する以前に坑井の掘削開始が可

能であるためリードタイムの短縮が可能となる。また、サテライトウェル方式に

比べると海中での接続作業が増大するという欠点を持つ反面、海底に敷設するラ

イン長が短縮され敷設費用を低減できる利点を持つ。

但し、現実の油田開発では、以上のような方式をさらに組み合わせて行われて

いる場合が少なからずあり、厳密な坑井アレンジメントの定義は困難になってい

る。しかしながら、現状の適用状況を観察すると概ねサテライトウェル方式が６

割を占め、テンプレートを採用したものが２割、クラスター・ウェル方式が１割

５分となっている。

（６）海底に設置される主な要素機器

生産処理施設を除いて海底仕上げ井を適用した生産システムに必要な主な要素

機器を紹介する。

①海底クリスマスツリー

機能は、前述の通りである。パルプの操作手法から、ダイバーオベレーテイ

ング、ダイバーアシスト、ダイバーレスタイプに分類される。ダイバーアシ

ストタイプとは、通常のパルプ操作は油圧で実施するが、ダイバーをバック

アップとしているものであり、ダイバーレスタイプはＲＯＶ等をバックアップに

採用しているものを指す。

現状、ＲＯＶ対応のクリスマスツリーは１１４坑であり僅かに１４％を占めるに留ま

っているが、今後、この比率はＲＯＶの能力強化に伴い飛躍的に増大するものと

推定される。

また、クリスマスの設置を含む坑井の仕上げ方法については、ダイバー作業

を伴ったものが全体の６５％を占めるが、水深２００～４００ｍでは１６％に低下して

いる。
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②ジャンパーホース、ジャンパースプール

クリスマスツリーとマニホールド等近接する機器を接続する配管であり、水

中作業の中でこの接続作業が最も難しい作業のひとつとなる。

③マニホールド

生産流体、あるいは圧入流体を分配、合流させるためのパルプを伴った配管

類であり、クリスマスツリーと同様にダイバーオペレーティング、ダイバー

アシスト、ダイバーレスタイプに分類される。

④フローライン

生産流体をクリスマスツリーあるいはマニホールドから生産処理施設の直下

まで輸送するためのパイプでリジッドパイプとフレキシブルパイプがある。

⑤プロダクションライザーパイプ

フローラインと洋上の生産処理施設を接続するための立ち上がり管でリジッ

ドライザ_とフレキシブルライザーがあるが、浮遊式生産システムではフレ

キシブルライザーの使用が大半を占める。

⑥アニュラス（サービス）ライン

チューピングと最終ケーシングの間隙と生産処理施設を接続するラインでガ

スリフトライン等にも用いられる。

⑦アンピリカル

バルプ操作用の油圧ライン、坑井モニタリング用のケーブル等、あるいはこ

れらのラインとハイドレートや腐食防止用のケミカルラインを一体化させた

ラインを示す。

現状、パルプ操作等のコントロール手法は油圧式が７割を占め、電気・油圧

併用方式が２割強である。

（７）海底生産システムの信頼性について

信頼性は、一般的に安全性、保守性、稼働率といった観点から評価ができると

考えられる。

①安全性

安全性については、陸上の場合と全く同様であり常に坑井からの流体を制御で

きる、即ち、いつでも井戸を密閉することができる状態を保っておくことが必要

条件になる。

この役割を果たすのが海底に設置されたパルプであり、クリスマスツリーに取
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り付けられているパルプ以外にも、フェール・セーフ機構を取り入れたＳＣＳＳＶ

（ＳｕｒｆａｃｅＣｏｎｔｒｏｌＳｕｂｓｕｒｆａｃｅＳｈｕｔ－ｉｎＶａｌｖｅ）が坑内に取り付けられている。

クリスマスツリー本体に取り付けられているパルプ及びＳＣＳＳＶについては、数ヶ月

に１度あるいは年に１回程度の割合で機能確認テストを実施している（国によっ

ては法律により頻度が決められている場合もある）。また、パルプ類については、

設置前に陸上で充分な機能テストを実施するのが通常である。

操業中のパルプの操作方法については、油圧式等の遠隔操作が一般的となって

いるが、この場合、必ずダイバーあるいはＲＯＶによるマニュアル．オーバーライド

が可能なシステムとなっている。また、コントロールラインに関しては、特にク

リテイカル・コンポーネントとなりやすい電気・信号系統に対して冗長化を図っ

ている場合が多い。

これまでの海底仕上げの歴史の中で、サービス期間中にクリスマスツリーがそ

の機能を失ったという経験は殆ど無いようである。

さらに、クリスマスツリー及びマニホールド等の海底に設置される構造物に対

しては、設置される海域条件にもよるが、漁網、作業船のアンカー、落下物から

機器を保護するための構造物を設けて安全性の向上を図っている。

②保守性

油田の操業において保守を必要とするのは、坑内と海底に設置される構造物及

びラインパイプに大別される。

坑内作業量及び作業内容は、油層圧力、油層の鉛直方向の連続性、地層の固結

度等油層性状に依存するものであり、油田毎に異なるが、現在、洋上から坑内へ

のアクセスが容易なホリゾンタルツリーと呼ばれるスルーポア・タイプのクリス

マスツリーが開発されている。

海底に設置される構造物に対しては、メンテナンス、リベア作業が容易なよう

にモジュール化されているのが最近の傾向である。モジュール化の利点は、生産

量の観点からはモジュールひとつの故障等が全体生産量へ及ぼす影響を最小にと

どめられることにあり、作業性の観点からは構造物を洋上に引き上げるためにヘ

ビー・クレーン・ベッセルを傭船する必要が無く通常配備しているサポートベッ

セルにより作業が可能な点にある。また、最近ではＲＯＶだけでメンテナンス作業が

可能なシステムも開発されつつある。

ラインパイプの内フレキシブル・フローラインに関しては、破損を受けた場合、

構造的に－区間だけの修復ということが不可能であるため、敷設される水深、油

田から産出される流体の圧力と性状及び設計寿命に応じて設計・製造を行い、少
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なくとも設計寿命期間内にメンテナンスを行う必要がないように設計されている。

リジッドパイプについては、現在、メーカー等からダイバーレスによる水中での

修復作業が可能なシステムが提案されている。

③稼働率

稼働率は、経済的観点から油田操業者にとって最も関心の高いパラメーターで

あり、かつ、システムの信頼性に関する実績を定量的に表現するパラメーターに

もなる。稼働率は、採用しているシステムあるいは海・気象条件によって左右さ

れ、特に浮遊式生産システムでは、外力による浮体の動揺が稼働率に及ぼす影響

が大きいものの、現在のシステムでは少なくともシステム全体のアップタイムと

いう点からは９５％以上の稼働率は維持しているようである。また、油田によって

は９９％以上の稼働率を維持しているものもあり、固定式プラットフォームの場合

と比較しても遜色ない稼働率を達成している。さらに、近年においては、単にシ

ステムのアップタイムという概念から－歩踏み込んで、実生産量と見込み生産量

の比率によってシステムの稼働率を評価・分析するまでに至っており、この比率

でも９０％近い値を達成している実績があることが報告されている。

以上のような稼働率の実績値から、海底仕上げ井を適用した生産システムにつ

いては、現状、十分な信頼性を有するものと考えられる。

（８）海底仕上げ井を適用した生産システムの設計思想

システム設計時における信頼性分析に関してはＦＭＥＣＡ（ＦａｉｌｕｒｅＭｏｄｅＥｆｆｅｃｔ

ＣｒｉｔｉｃａｌｉｔｙＡｎａｌｙｓｉｓ）、ＲＡＭ（Ｒｅｌｉａｂｉｌｉｔｙ，Ａｖａｉｌａｂｉｌｉｔｙ，Ｍａｉｎｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ）

分析、ＨＡＺＯＰ（ＨａｚａｒｄａｎｄＯｐｅｒａｂｉｌｉｔｙ）分析等、定量的な分析を含む総合評価も

実施しているが、油田操業者は、先に述べた通り、生産を開始した後において適

用システムの稼働率の評価・改善、裏返していえばダウンタイムの原因究明に大

きな努力を払っており、そこで得られた経験を次のシステムの設計思想、操業哲

学へとフィードバックし、システムの信頼性を高めているのが現状である。

このように油田開発技術が一種経験工学的要素が強い背景には、油層（地層）

の性状、生産流体の性状が油田毎、さらには油田の寿命期間中で異なり、個々の

油田の特殊性がシステムの信頼性に大きな影響を与える因子となる－面を持つか

らである。

海底生産システムの設計寿命は概ね１５～２０年程度となっている。
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設計思想の観点からは、可能な限りシンプルで、かつ、フィールドで実証・確

立されたシステムを用い、新しい要素技術を取り入れざるを得ない場合には、陸

上試験と実海域実験を経て信頼性を十分に確認したもののみを採用することが各

社の共通認識となっている。要素機器の採用に関しては、最適と判断される機器

よりも－ランク上の機器を用いてシステムを構築するという思想を持っている会

社もあるようである。

また、海底構造物の信頼性を高めるという観点からは、油田が異なってもでき

る限り同一設計の、実績が証明された構造物を用い、かつ、インターフェースを

少なくするような努力がなされている。

（９）おわりに

海底仕上げ井を適用した生産システムの信頼性についてまとめると、全ての油

田に対してシステム構築から操業手法に至るまで標準化されたものを適用できる

程に技術が確立されているのではなく、個々の油田毎に、その油田条件に対して

適用可能でかつできる限りフィールドで実証済みの要素技術を組合せることによ

って信頼性の高いシステムを構築しようとしているのが現状である。

また、今後の開発対象の中心となりうる大水深油田への適応性については、未

だに未開発の技術要素が多いというばかりでなく、開発課題についても全てが具

体的に把握されているとは考えにくい状況である。

さらに、これまで開発され、技術の信頼性を実証してきた海域においても法規

制の改定等から、新しい技術の開発が求められることがある。一例として、ノル

ウェーでは、１９９１年にＮＰＤ(ＮｏｒｗｅｇｉａｎＰｅｔｒｏｌｅｕｍＤｉｒｅｃｔｏｒａｔｅ）が、水深１８０ｍ以深

での従来的な手法による飽和潜水を事実上禁止したことにより、これ以上の水深

での開発は全てダイバーレスシステムを採用しなければならなくなった。発展史

のところでも紹介したように近年のＲＯＶは能力的に非常に優れたものが開発されて

いるとはいえ、カバーできる作業内容という点から、特に浅海域ではダイバー以

上の能力を持っているとは考えられないし，かつ、全てのＲＯＶがカスタムメイドで

あり利用者側から全面的に信頼を得ているともいえない。

以上のように、現在採用されている海底生産システムは、油田開発の全ての局

面において十分な信頼性を持っているのではなく、信頼性を持ったシステムを油

田毎にあつらえて構築しており、この点からは現在も発展途上の技術であり、よ

り信頼性の高いシステムの開発が望まれていると言える。以上
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7．マンガン団塊採鉱システムにおける揚鉱管の

（課亡霊雲郭)〕斎究所船舟白構造研究室
統括ｽﾀｯﾌ 森川正夫）

１．はじめに

マンガン団塊は、直径０．５～２５ｃｍ程度のほぼ丸い形をしており、マンガンを始

めとして銅、ニッケル、コバルト、鉄、チタン、モリブデン等の有用金属を大量

に含む金属塊(酸化物)である。水深4000～6000ｍの深海底に賦存しており、特に、

ハワイ南東部には、高品位のマンガン団塊が高密度で集中的に分布している。こ

れらの有用金属のうち、マンガン、ニッケル、コバルト等は、世界の陸上鉱山に

比べてマンガン団塊の形での埋蔵量の方がはるかに多く、例えば、マンガンで約

60倍、ニッケルで約80倍、コバルトにいたっては約360倍の量が海底資源として

存在していると推定きれている。わが国は、資源に乏しくこれら有用金属のほぼ

100％を輸入に頼っている。通商産業省工業技術院は、大型工業技術研究開発制

度に基づくプロジェクトの一つとして、「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」

を採り上げて、昭和56年度から研究を開始した。現在、新エネルギー・産業技術

総合開発機構（ＮＥＤＯ）より、委託を受けて、技術研究組合海底鉱物資源開発シ

ステム研究所が研究を推進している。研究は、多くのサブシステムから構成きれ

ており、現在までに多くの研究開発を行ってきている1,2,3)。それらは、全体シ

ステムの設計・操業管理技術（実験計画等作業部会、実験システム作業部会、実

験船作業部会）、集鉱・選鉱技術（集鉱システム作業部会）、集鉱された鉱石を

船上に揚げる技術（揚鉱システム作業部会、ガスリフトシステム作業部会）、海

中機器ハンドリング技術（ハンドリングシステム作業部会）および計測制御技術

（計測制御システム作業部会）である。現在、基本技術の確認を、公称2000ｍ水

深における海洋実験で実施するために研究開発を進めている。

本論文では、採鉱状態とサバイバル状態を仮定して、マンガン団塊採鉱システ

ムの重要な要素の一つである、揚鉱管の挙動及び強度のシミュレーション解析に

ついての検討内容とその結果の一部を示す。

２．場鉱管

海底にある集鉱機と海上の採鉱実験船とをつなぐ揚鉱管は、細長比の非常に大

きな構造部材であり、ノジュールの輸送経路としての機能と同時に、集鉱機の牽

引索としての強度も併せて持たなくてはならない。揚鉱管は、自重等による静的
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な応力に、採鉱実験船の動揺などによって生じる動的応力が重畳して、厳しい応

力状態となることが予想される。また、揚鉱管の一部の破損がシステム全体の機

能損失に直接的につながることからも、慎重にその強度を検討する必要がある。

本システムの動脈ともいえる揚鉱管の強度について、これまで多くの検討を行っ

てきた4)５),6),7),8),9),10),11)。揚鉱管に働く流体力などの外力の検討、揚鉱管の全

体強度・挙動の検討、局部強度の検討、継手部、溶接部の検討、揚鉱管の構造．

強度についての検討などを実施した。

Fig.１に揚鉱管系の全体構成を示す。揚鉱管は、採鉱実験船から、回転に関す

る動揺補償装置を介して海中に吊り下げられている。揚鉱管と集鉱機は可僥性を

持たせるためにフレキシブルホースによって接続されている。揚鉱管には、デー

タ通信用、電力供給用のケーブルを沿わせており、また、カルマン渦による揚鉱

管の振動を防ぐための防振装置（ストレイキ）が付着している5)。

揚鉱管の材料に必要な特性は、

１）重量に対する強度の比が高いこと、

２）集鉱機を牽引する時の傾斜を抑えるために適当な重量があること、

３）疲労強度が高いこと、

４)溶接性が良好であること、

５）経済性が良好であること、

である。そこで、揚鉱管には、高強度の高張力鋼の継目無し鋼管を用いることと

した。

揚鉱管は、採鉱実験船上に格納されており、実験海域で単管を継ぎ足しながら

水中に降下させる。揚鉱管の継手に必要な性能は、

１）重量が小さいこと、

２）嵌脱が容易であること、

３）応力集中が小ざしにと、

４）シール性に優れていること、

５)継手の肩部で揚鉱管の全重量を支えられること、

６）強度信頼性の高いこと、

である。ここでは、ネジ継手によって連結する方法を採用した。

Fig.２に揚鉱管一本の詳細図を示す。一本の揚鉱管は､ねじ継手ボックス部(雌

ねじ）、把持金物、揚鉱管本体及びねじ継手ピン部（雄ねじ）から構成されてい

る。管の中間にある把持金物は、揚鉱管の降下、揚収時のハンドリングを容易に
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するために必要な部分である。揚鉱管本体、把持金物、継手ともに、降伏応力の

大きい高張力鋼を使用し、それぞれの部分を溶接によって接合する方法とした。

揚鉱管本体は、継目無し鋼管を採用し、その端部は、溶接部の公称応力を小さく

するために増厚加工（アップセット加工）を施している。

■PIm

ThreadedJoImIntermedIaIe We1dedThreadedJolnt

（Box） ＳｕｐｐｏｒｔＳｈｏｕＩｄｏｒ Ｐａｒｔ（Pln）

Ｅ三9三三二三竺]E三里日
ＵｐｐＯｒＳＭ０ Lｏｗ０ｒＳＩｄｏ

ＦｉｇＩＧｅｎｅｒａｌＶｉｅｗｏｆＰｉｐｅＳｔｒｉｎｇｓ Fig2DetailofLiftingPipe

Ｆｉｇ．３に揚鉱管の構造・強度の検討のための概略フローを示す。揚鉱管の構

造・強度を検討するためには非常に多くの検討項目が挙げられる。揚鉱管の構

造・強度の検討は、まず、揚鉱管を１本の線状構造と仮定して、全体強度、およ

び、局部強度の検討を行った。全体強度は、ハンドリング時(揚鉱管宙吊り状態)、

および、採鉱時（集鉱機が海底面に接地している状態）の２状態について検討し

た。揚鉱管には自重、浮力、潮流力、波力等の力が働くとともに、船体運動によ

って強制変位を受け、応力が生じる。これらの応力を高精度で予測する事は、強

度検討の第一段階である。そこで、シミュレーション解析や水槽試験によって検

討を行った6),8),9),１０)。

また、ハンドリング時に、揚鉱管ハンドリング装置の近傍には大きな曲げモー

メントが生じることが予測される。そこで、ハンドリング装置をモデル化して局

部強度解析を実施し、揚鉱管の強度から見たハンドリング装置の最適化案を作成

した7)。

継手部や揚鉱管に取り付けられる装置には、応力集中部が存在する。そこで、

各種装置の局部形状の最適化を行うとともに、有限要素法解析等によって応力解

析を実施し、局部強度評価を行った。とくに、ネジ継手部は複雑な形状をしてお

り、かつ、シール性を保証する必要もあることから、慎重に検討を行った4),1')。
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油井管で使用されているツールジョイントに範をとったネジ継手を計画し、有限

要素法による解析を行うとともに、揚鉱管継手を試作して種々の構造試験を実施

して設計を行った。

ＣｏｎｃＤｐｔｏＩ

ＨａｎｄｌｌｎｇＤＢｖＩｃＢ

ＳｈｉｐＳｐＢＤｄ

Ｃｕ｢｢Bｎｌ

ＳＢ１ｂｅｄＣｏｎｄｉｔｉｏｎ

Ｆｉｇ３ＦｌｏｗＣｈａｒｔｆｏｒＥｓｔｉｍａｔｉｎｇＳｔｒｅｎｇｔｈｏｆＰｉｐｅＳｔｒｉｎｇｓ

管本体、継手、把持金物に用いる高張力鋼材料について、施工方法も含めた多

くの実験によって溶接法の開発を行った。管と継手との突合せ溶接継手試験体を、

種々の溶接法を用いて製作し､；|張り、曲げ、硬さ、衝撃試験を実施し、溶接部

の特性を調べた。溶接後の熱処理方法についてもその適用'性を検討し、最適の溶

接法を見いだした。一方、疲労強度試験、解析などを行って、溶接部の非破壊検

査基準を作成するとともに、それに適合した非破壊検査方法の開発も併せて実施

した。

揚鉱管内はマンガンノジユールの流れによって摩耗が生じる。そこで、揚鉱管

の内面は樹脂によるコーティング加工を行うこととした。コーティング材料は、

気液固三相流の中での摩耗試験を種々実施してその選択を行った。

揚鉱管は海水腐食環境下で使用されることから、腐食が生じ、揚鉱管の強度に

大きな影響を与える。腐食疲労強度、応力腐食割れなどについても十分な検討を

行わなければならない。

3．シミュレーション解析手法

揚鉱管は、波浪、潮流、船体運動、海底面の状況など多くの要因によって複雑

な挙動を示す。スケールモデルによる水槽実験によってこれらの挙動を把握する

には、管系の規模からも不可能であり、挙動及び発生応力等を明確にするには、
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ある程度の仮定も存在するが、コンピューターによるシミュレーション解析を実

施せざるをえない。

シミュレーションプログラムの解析方法は、吉田ら'2)が開発した線形化増分

法に反復修正法を併用した有限要素法を用いた手法に基づいている。この解析手

法には、以下のような利点がある。

１）必要に応じて揚鉱管系を梁、トラス要素等にモデル化でき、軸力だけ

でなく、曲げ、捻りモーメントも直接に求められる。

２）集中質量、付加バネ等を統一的に取り扱うことができる。

３）海底面の形状、性質を変位境界条件とバネーダッシュポット系で統一的

に取り扱える。

揚鉱管に作用する力としては、重力、浮力、慣性力、モリソン式に基づく力、

構造減衰力、および線形剛性と非線形岡''性に基づく内力を考慮する。単位長さ当

りの要素に働く流体力は(1)、(2)式より求める。

ｉv=,owq1fAWpm,ＧＭＩＷ+fpwQvD(W1WⅢVＭ…(Ｄ
庁=ﾅpwqD(昨W)|昨Wｌ…(2)

ここで、

ｆ)v’ら：要素の法線方向、接線方向の流体力、

/０Ｗ ：流体密度、

Ｄ：代表直径、

Ａ：代表面積、

Ｃｍｆ，Ｃｍｂ：流体粒子加速度運動、要素加速度運動における付加質量係数、

ＣＮＣＴ：法線方向、接線方向抵抗係数、

ｖＮ，ｖ丁：法線方向、接線方向流速、

ｗ，ｖＴ：法線方向、接線方向要素速度、
線形化増分方程式として、

Ｍ△ｑ＋Ｃ△ｑ＋(KL＋Ｋ６)△ｑ＝Ｒ(+『‐(Mql＋Ｆ'）…（３）
ここで、

△９：節点変位増分ベクトルＫＬ：線形剛'性行列、

９ｔ：時刻tの節点加速度ベクトル、ＫＯｔ：時刻tの幾何岡Ｉ'性行列、
Ｍ：質量行列、Ｒｔ＋で：時刻t＋での外力ベクトル、

ｃ：線形減衰行列、Ｆｔ：時刻tの内力ベクトル、

が得られる。節点変位増分を既知の状態からＮｅｗｍａｒＭ法で予測して求める。
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必要に応じて、反復修正法を用いて解の精度を向上きせる。この手法をプログラ

ム化しシミュレーション解析等に用いている。

４．場鉱管の強度検討

4.1採鉱状態

採鉱状態（WorkingCondition）における揚鉱管には、揚鉱管系自身による静

的軸応力と、船体の上下揺による動的軸応力が生じる。この特性を明らかにする

ため、規則動揺を仮定した動的解析を実施した。Fig.４に揚鉱管系のモデル化を

示す。揚鉱管は梁要素に、フレキシブルホースは曲げ剛性が揚鉱管に較べて小さ

いことからトラス要素に、それぞれモデル化した。一方、集鉱機はそれに働く流

体力を算定するために、大きな軸剛性を持つトラス要素としてモデル化した。ま

た海底面はバネーダッシュポット系としてモデル化し、かつ、集鉱機、フレキシ

ブルホースと海底面との間で摩擦力が生じるとして取り扱った。シミュレーショ

ン解析は、採鉱実験船の速度に対応する潮流を揚鉱管全体に加えた状態の準静的

状態を確定し、その後、揚鉱管の上端を強制変位きせるという方法で行った。
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Fig.５は、採鉱状態における規則応答の解析結果で、揚鉱管の上端を上下方向

に1ｍの振幅で強制動揺きせた場合の軸応力の応答関数である。横軸は強制変位

の周期を、縦軸は軸応力振幅を管の降伏応力で無次元化した値を示す。図中に、

揚鉱管上端、上端から２１６ｍ下の点、上端から１８８４ｍ下の点の軸応力振幅を示す。

計画された揚鉱管の管構成の特徴としては、軸応力振幅が周期３，４秒で大きく

なり、周期が大きくなるに従って、小きい値になるということである。波のエネ
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ルギーが大きいと考えられる６～７秒近辺では大きなピークが生じていない。

揚鉱管の応力応答は非線形性を有しており、これを考慮して実験期間中の最大

応力、応力の頻度分布を正確に求めるには、膨大な解析が必要となる。すなわち、

代表的な海象条件を複数個設定し、波スペクトルを用いて、船体運動解析を行っ

た後、その結果を用いて揚鉱管の挙動の時系列解析を行い、応力の時系列を求め

る。その後、統計解析を実施して、応力に関する種々の統計量を求める必要があ

る｡計画．設計時にこの種の解析を実施することは非現実的である。そこで計画・

設計時には応答は線形であると仮定し、応答関数を用いて応力振幅の予測を行っ

た。

予測手法としては、船舶・海洋構造物の分野で通常使用きれている統計的予測

手法を用いた13),14)。Fig.６に統計解析の流れ図を示す。すなわち、実験海域の

波スペクトルを用い、船体運動の応答関数と揚鉱管の応力応答関数から短期海象

での応答のパラメータを求める。実験海域の長期波浪統計に基づいてこの計算を

繰り返し実施し、長期の応力頻度分布を求めた。この方法の特徴としては、

ｌ）線形重ね合わせ法を基礎としている

２)長期波浪統計を直接使用しており、長期分布の形を仮定しなくてよい

ことなどである。

採鉱状態での軸応力振幅の長期予測結果の一例をFig.７に示す。縦軸は無次元

化した軸応力振幅を、横軸は超過確率を示し、図中の3本の曲線は、Fig.５と同

様の点の軸応力の長期分布を表す。これらの図から、疲労強度、最大応力などの

予測が可能となる。たとえば、２０年間に対応する、108回での軸応力振幅の最大

期待値は、降伏応力の５％以下であることが判る。
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4.2サバイバル状態

海洋総合実験においては、台風等によるサバイバル時の対策及びその方法を検

討しておく必要がある。サバイバル時の基本的な対策としては、実験計画等作業

部会がまとめた緊急時処理要領がある。その中で、以下の揚鉱管揚収状態をサバ

イバル時の対策手順としている。

イ）全揚鉱管揚収→格納避難

ロ）揚鉱管一部揚収→揚鉱管一部吊り下げ避難（危険時揚鉱管投棄）

ハ）揚鉱管揚収困難→全揚鉱管吊り下げ避難（危険時揚鉱管投棄）

ここでは、上記対策のうち、最悪の状態と考えられるﾊ)の「揚鉱管揚収困難な状

態で揚鉱管を吊り下げたまま避難する方法」が、揚鉱管強度の面から可能である

かどうかの検討を実施した。

検討方法の概略をFig.８に示す。実験海域の海象データから有義波高の一年最

大期待値を算定し、その値に対するI/1000最大期待値を推定する。この値と、採

鉱実験船の動揺データから求められた単位波振幅当りの上下動揺量により揚鉱管

上端の強制変位量を求めた。波周期は、ＤＮＶの波高と波周期の関係を使用して、

波高の1/１０００最大期待値に対応する波周期を設定した。以上の方法から求められ

た、揚鉱管上端強制変位量。＝±4.0ｍ、強制動揺周期Ｔ＝１２sec．，１４sec.、船

速２ｋtを検討対象としてシミュレーション解析を実施した。シミュレーション解

析方法は、基本的には採鉱状態での方法と同様であり、揚鉱管の上端に船体運動

に対応する強制変位(｡)を入力した。

揚鉱管強度の立場から、サバイバル時の揚鉱管強度に関する重要なパラメータ

としては以下の２点が考えられる。

ｌ）波高の1/１０００最大期待値における動的軸応力振幅と、静的軸応力および

曲げ応力との合計が０．８びｙを超えないこと。

２）波高の1/looo最大期待値における動的軸応力振幅が、静的軸応力の値を

超えないこと。つまり、負の軸力状態にならないこと。

1)に関しては、極限状態、事故時の許容応力として、ＤＮＶ規則、ＬＲ規則、ＡＰＩ

のテンドンに関する基準等では、０．８ぴｙをとっているのでそれに準じた。

Ｆｉｇ９に揚鉱管の静的軸応力とサバイバル状態での波周期１２秒、１４秒の動的軸

応力の結果を示す。図の縦軸に揚鉱管の位置を、横軸に無次元化した軸応力振幅

を示す。これらを見ると、各水深での有義波高の1/1000最大期待値における動的

軸応力振幅に、静的軸応力を加えた合計は高々０．３びｙであり、０．８ｏｙを超えてい
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ない。また、採鉱状態における曲げ応力の検討はここでは実施していないが、そ

の値は小さいと推察され、軸応力と曲げ応力を合計してもＯ８ｏｙ以下になると考

えられる。一方、揚鉱管の最下端部付近では、動的軸応力（白丸破線、白四角一

点鎖線）が静的軸応力（黒丸実線）を越えているため、負の軸力が生じて揚鉱管

が座屈する可能性があると考えられる。

したがって、台風などのサバイバル時には、集鉱機を海底に接地きせて、揚鉱

管を吊り下げた状態で避難することは、揚鉱管の強度上困難であると推察できる。

この傾向は、船速が遅くなるほど静的軸力が減少するため…吊り下げた揚鉱管の

上方に座屈領域が広がって行くものと考えられる。
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5．おわりに

マンガン団塊採鉱システムのなかで、マンガンノジュールの輸送路であり、集

鉱機の牽引索でもあり、また、通信用、電力輸送用ケーブルの支持体でもある揚

鉱管装置は、本システムの動脈ともいえる装置である。この揚鉱管の強度検討方

法の一部を本報告で示した。採鉱状態では、軸応力の最大期待値は、小さな値に

なり、疲労強度も十分であることが判った。この場合、揚鉱管最上部はジンバル

にて支持きれており曲げモーメントは寄与しない構造となっている。しかし、揚

鉱管を継ぎ足して下降きせて行く場合または揚鉱管を場収する場合には、揚鉱管

に大きな曲げモーメントが加わる恐れがある。それらの問題についてもハンドリ

ングシステム作業部会と協議をしながら、ハンドリングシステムの最適化、揚鉱

管に加わる荷重等の検討も合わせて実施している。一方、サバイバル状態につい

ては、揚鉱管を吊り下げたまま避難することは揚鉱管にとって非常に危険な状態

であることを示した。このように、揚鉱管の安全性については、今後も十分に確

認を行う必要がある。これまで、多くの実験、解析を行い、その強度、挙動を検

－８８－



討し、揚鉱管装置の計画・設計を実施してきた。現在、実験海域の変更などから、

再度、全体を見直し、計画・設計の確認を取っている段階であり、今後、これら

の研究成果を反映させた揚鉱管構成の確定を行う予定である。

本研究は、通商産業省工業技術院の大型工業技術研究開発制度に基づくプロジ

ェクトの一つである「マンガン団塊採鉱システムの研究開発」について、新エネ

ルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）より、委託を受けて実施したものであ

る。
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総合討論（Ⅱ）

(武内講師の質疑応答）

東海大学の為廣でございます。いろいろなもののご紹介ありましたけれ

ども、実際に構造物を海に据え付けるときの作業船のようなものがござ

いますね。そういう仕事をするものに対する設置基準といいますか、例

えば波がこういう状態の時にはこういうことをしてはいけないと。例え

ば鉱山保安法によりますと、実際にプラットフォームを上げたり下げた

りするようなそういう作業は波高２Ｍあるいは風速１０Ｍを限度とする、

そういうような規定があるわけですけれども。そのへんいかがでしょう

為廣

力｡。

私は施工の方には詳しくないので分からないんですが、だいたいは港湾

関係の準用しておりますし、そういう検討している団体もございますの

で、たぶんそこらへんはある程度は決めているとは思います。

武内

為廣：非常に重要なことなので是非教えていただきたいと思ったので。どうも

ありがとうございました。

東大生産技術研究所の前田でございます。今日お話しいただいた水産土

木関係のこういう安全の考え方の海外の動向といいますか、外国ではど

ういうふうに扱っておられるのか。特に養殖施設関係ですと、ノルウェ

ーでは水槽なんかの施設を見せていただいた、そこで実験されていると

かですね、いろいろな研究をされているように見受けられたんですが。

外国ではどういうふうに、ルールといいますか、基準といいますか使っ

ておられるのかそのあたりをお聞かせ願いたい。

前田

養殖関係は外国ではあると思うんですが、外国ではまだ内湾でやってい

るところが多いんではないですかね。日本みたいにちょっと沖合いにだ

すとかいうのはないですから。そのへん私もちょっと情報不足でよく分

かりません。魚礁については最近ようやく外国がやるような事例がでて

きましたけれども、アメリカなんかで魚礁を入れているというのはスポ
ー９０－

武内



一ツフイッシングのために入れているといったものがほとんどでして、

それはそんな構造とか何とかやってません。適当に入れて遊んでという

ようなことだと思います。ただこれから魚を増やすためとかそういうの

がありまして、日本に向こうから勉強にきているというのが現状だろう

と思います。韓国とかで最近魚礁とか始まったと聞いておりますが、そ

こらへんは日本の情報はかなりいってますからたぶん日本の考え方を準

用しているのではないかと思います。

司会：他にございませんか。

（松田）

日本大学の原田と申します。前に私はハワイで人工魚礁の計画に参加し

たことがあるんですが、そのときのアメリカ側の仕様書の中に深い海の

中の波の周期と高さがどうのというのがありましたが、そのへんの考え

方は日本ではいかがなものでしょうか。

原田

先生がおっしゃるのは深海波といういわゆる海岸でいう波の種類の深海

波ですか。深海の中での海中波ということですか。内部波という。それ
Ｐ１

Ｉまですね、まだはっきりいえるような段階ではないんで、しにははいっ

てないんですが、日本でもそういう観測した事例がまだ少ないものです

からあまりでてませんが、深海ではないですが、沿岸の方で内部潮汐と

いう問題があります。それは施設云々ではなくて、湾内の水質環境とい

うことでそういう内部潮汐によって湾の水代わりが良いようなところは

内武

それを壊すようなことはしてはいけませんよということになっておりま

す。内部潮汐をうまく起こすように湾を改造するということはなかなか

今の所難しいので、そこまではできませんが。ビッグプロジェクトであ

ればできるかもしれませんけれども。そういうような段階ですね。内部

波については今の所研究中と。なかなか？？はすぐでて．．．。只、浮

き魚礁とか魚礁をやる場合に内部波を助長してそれによって魚に刺激を

与えてと、そういう考え方はございます。ですから、施設云々というよ

りは構造物と環境との関わり、生物の関わりということで若干の心的と

いいますかね、コメント的なものはございます。

－９１－



司会：他にございませんか。今の内部波の問題ですと、例えば相模湾とか駿河

（松田）湾の奥などの急潮なんていうのは内部潮汐がというふうな形になってき

ているんですけれども、そういう意味では水産にかなり大きなダメージ

を与えるわけではないかと思うんですけれども。

武内：それＩまですから、入れるとすれば設計流速の中でそういう急激なものを

ちょっと加えなさいという、そういうのが分かっていればですね。そう

いうことになるかと思います。

司会：それではよろしいでしょうか。時間もちょうどですので、武内さんには

（松田）最後の討論にはでていただけないので残念ですけれども、これでおわら

させていただきます。どうもありがとうございました。

司会：午後の部の防波堤の信頼性工学の高山さん、石油公団の田辺さんと只今

（原田）のマンガン団塊の森川さん、お３方に対して、どうぞご質問いただけれ

ばと思います。水産庁の武内さんは既に討議も済んでおり、お帰りにな

られましたので割愛します。

坂：石油技術協会所属の坂コンサルティングの坂と申します。石油公団の田

辺さんに質問します。２点ありますが、海底仕上げの一つは法規制のこ

と。もう一点はコストに関することですが。まず第１点は、法規制のこ

とですが。今ご講演で、技術の概略・概要というのはご説明いただきま

したのでよく分かったんですが、ちょっと知りたいことはですね、現時

点で海底仕上げに関連したですね、特別な法規制というのがどこの国で

もいいんですが、ブラジルとかあるいはノルウェーでもいいんですけれ

ども、存在しているのかどうか。もう一つはですね、もし存在していな

いんだとしたら、従来の法規制ですね、安全性を規制する法規制だとか

あるいは施工の法規制だとか、そういったものがたぶん援用されている
－９２－



と思うんですが。その場合の特にポイントといいますか、従来の法規制

のこういうところが、こういう観点からこういうふうに適用されている

と。そういう特殊な点ですね、違い。それからもし存在しているとする

ならば、例えばノルウェーのＮＰＤだとか、あるいはブラジルだったら

ペトログラスでどういうふうにやっているとかですね。何かもしあるの

だったら概略の内容と。それが一点ですね。それからもう一つは、コス

トのことですが、これは先ほどコストに関してはいろいろな海底仕上げ

の組み合わせのタイプがありますから、水深だとかタイプによって当然

これは違ってくるのが理解できるのですが、一つの目安として知りたい

のは、例えばフィックスとプラットフォームですね。従来型の固定型の。

それと、それは限界水深がありますからフィックスとプラットフォーム

の限界水深までを例えばとった場合ですね、それと海底仕上げの場合と

比較して、例えばおおざっぱにいってですね、タイプカコなんかで分類し

て、例えばフィックスとプラットフォームを１００としたときにですね、

海底仕上げが例えば何％におさまっているとかですね。何かそういう概

略のコスト比率とかそういったものがあれば非常に参考になると思いま

して、今の法規制とコスト、２点お伺いします。

田辺：すみません。いずれも勉強していなくてですね、明確な答えが今この場

でできないのが申し訳ないんですけれども。まずブラジルに関しての法

規制ということなんですが、ブラジルはご承知の通り国営石油会社のペ

トログラス社、１社のみが操業会社であると。ということで、国から何

かペトログラスに対して規制をするというよりもですね、ペトログラス

イコール法の制定会社であるといったような話は聞いたことがございま

す。後、海底仕上げに限って特別な法というのは実は、本年度ですね、

私共の方で調査しようという計画はあったんでございますけれども、種

々の都合がございましてですね、具体的に情報を得ておりませんので、

ここでお答えするのもちょっと的確ではないかと思います。すみません。

後でまた何かありましたらご連絡いたします。後コストの点について何

ですが、やはり非常に難しい問題でして、というのはやはり、固定式の

プラットフォームを置く場合ですと、水深だけではなくて海象・気象と

いう点からやはり信頼性を得るためにどれだけの安全率をみなければい

けないのかと。あるいは日本のように地震国でしたら、地震に対する設
一９３－



計をどういった要因で取り入れていくのかと。環境に対して相当な影響

を受けるかと思うんですよね。逆に、では、海底仕上げの場合どうかと

いいますと、海底仕上げ製本製、本体に関しましては確かに環境アーツ

があがると、後環境温度が下がるといった問題からやはり水深が深くな

ればコストは多少の影響は受けるかと思うんですが、掘削仕上げ自体、

それほど固定式のプラットフォームほど環境の条件は受けないのではな

いかと予測されます。後は、問題は養生にどんな施設を置くのかという

ことで、だいぶ全体の初期投資というのが変わってくるかと思うんです

けれども。今１例で私の知っている限りで申しますと、先程もちょっと

紹介しましたが、コノコ社という会社がインドで創業している。これは

タンカー型の浮体を用いて海底仕上げ製の操業をしているんですけれど

も。そのタンカーについては、コノコ社がパーパスピルドで建造したと。

というか建造させたと。それをある船会社に造らせて自分達はリースだ

ということで、ですから船の建造には金はかかっていないと。というこ

とは、利用形態、運営によってかなり比較にならないほどもしかしたら

安くできるかもしれないと思っております。只、井戸の掘削費というこ

とに関しますと、例えば固定式のプラットフォームが受けます５００Ｍ

で井戸とどっちが安いのといわれましたら、やはり固定式の方が安いの

ではないかと。それはリグのレンタルということ、後仕上げの難しさと

いうことを考えますと海底仕上げの方が高いのではないかと。以上でご

ざいますけれども、よろしいでございましょうか。すいません、凡例が

悪いので。

今の後半の方でもうちょっと質問したいのですが、おっしゃっている意

味はよく分かるんですが、もちろんオペレーターとしてはリースの方が

安いというのはこれは当たり前の話なんですが。そうではなくてね、も

ともと建造させているわけですから、建造コストという観点から、リー

坂

スにするかしないかはこれはオペレーションの形態ですから、そうでは

なくて、そういうシステム自体をね、建造して設置するということをし

た方が非常にわかりやすいと思うんですね。例えば一つの例ですけれど

も、北海だとですね、従来型のフィックスとプラットフォームもいっぱ

い設置されているし、海底仕上げも設置されているわけですよね。非常

におおざっぱにいってですよ。同じような水深のところで何か比較した
－９４－



ような例がね、あればですね、おおざっぱにフィックスとプラットフォ

ームを比較としたら、実は海底仕上げを設置したらこういうふうになり

ましたとか。何か例えばそういうような、もし数字がないのであれば、

例えばそういう比較の例があるのかないのかだけでもですね、教えてい

ただければ後で自分で調べますので。

田辺：創造の域ではありませんけれども、浮遊式と海底仕上げの方が安くなる

のは確かだと思います。これまで北海ではやはり海象条件の厳しさから、

ほとんど浮遊式プラットフォームというものを使われておりませんでし

たけれども、近年になって採用されてきていると。実績としては、セミ

サブ型でアーガイルというのを紹介しましたけれども、昨年ですか。グ

リフインですか、というところでむろ張り型で恒久的といいますか、生

産施設として海底仕上げ製と組み合わせたプラットフォームが採用され

ているということは、やはりそちらの方が安いということからオペレー

ターが選択したものだと思いますので、具体的に何割というのは、すみ

ません、もう少し帰ってから後でご連絡ということにさせていただきた

いと思いますが。

分かりました。では、もう一点だけ。今のやつは浮遊式との組み合わせ

ですよね。もう－点だけ。先程の最初の質問に戻りますが、法規制関連

については、ブラジルの場合はペドログラスおっしゃるとおりだと思い

ます。只後ノルウェーのＮＰＤだとかですね、あのへんなんかでも特に

海底仕上げように新たに何か特別に規制されたとかですね、あるいは追

加的に規制がなされたということはやはりないのでしょうか。

坂

田辺：すいません、ちょっと勉強不足で分からないというのが本音なんですけ

れども。只トピック的に非常にインパクトを持って何も聞いてないと、

私自身ですね。ということはあります。

ということは、公団さんで今まで何年かこの件に関して研究開発やって

こられましたから、技術的な情報と同時に何か特別なことがあればです

ね、その技術的情報を収集する仮定で、実は法規制でもこういう面が改

正があったよとか、あるいはありつつあるとかですね、何かそういう情
－９５－
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報が引っかかってくるのではないかと思いましてちょっと質問したんで

すが、特に聞いておられないでしょうか。

田辺：特には聞いておりません。

坂 もう一つだけ最後に。北海ですと、例のパイパーロファーのプラットフ

ォームの事故の後ロードカレンの報告書がでまして、オフショアセー

フティーケースというものによって安全性を立証しなさいということ

で、これは法律が施行されてもう２年以上たっておりますから、かなり

実績はでていると思うんですが。例えばそういう場合ですと、例えばシ

ャットダウンバルブに関してはですね、海底シャットダウンパルプに変

えなさいとかですね、あるいはスプラッシュゾーンから下につけなさい

という、明らかな法改正が行われて、実際実質的にオペレーターは全部

そういうのはお金をかけてね、設置しているわけですが、例えばそうい

うことに関連してね、これも海底がだですから何か特にここの所規制が

強まっているとか、そういうことも特に聞いておられないでしょうか。

海底仕上げについてそれをということでは聞いておりません。只や張り、

ご承知の通りパイパーロフアーの後安全性に対する全体的なというので

すか、オフショアオイルの開発ということで、プラットフォーム含めて

ですね、具体的にいろいろな指示があるというのはございますけれども。

海底仕上げ特記してというのは、すいませんが分かりません。

田辺

坂：ありがとうございました。もし後で結構ですから、何か引っかかってき

たら教えて下さい。

田辺：勉強させていただきました。

坂：ありがとうございました。

司会：どうもありがとうございました。他にどなたか。どうぞ。

（原田）

－９６－



小林：建築学会からの小林ですが、２つ質問したいと思いますが。はじめに高

山さんにですね、防波堤の安全性というようなことでちょっとお伺いし

たいのですが。先程お帰りになっちゃったんですけれども、武内さんも

ですね、同じ漁港の同じような話だったと思うんですが。細かい数字は

忘れたんですが、例えば活動とか転倒に例えば安全率１．０だとか１．

５だとか２．０というのがございましたけれども。漁港と一般の港では

当然、社会的使命といいますか。そういったものが違うんだと思います

がね。たまたまお二人のお話で安全率が同じような数字だったんですが。

そういった社会的な影響度、事故でもあったらという、そういった影響

度を考えますとよくいわれる、重要度係数というのがございますけれど

も。そういう係数の導入についてはどうお考えかと。もう一つは田辺さ

んにお伺いしたいのですが、いろいろ生産システムの上ではいろいろ細

かいご説明があったんですが、１００掘って３つしか成功しないという

話なですが。どうも探査の方の信頼性というのはどこらへんまできてい

るのか。あるいは１００掘って３つではどうもその辺の探査の信頼性が

足りないといっては失礼ですけれども。どこらへんが難しいのか。そう

いうことをお伺いしたいのですが。以上２点です。よろしくお願いしま

す。

山：最初の方の質問からお答えしますけれども。防波堤に関しては港湾もそ

れから漁港も大体同じで、安全率は転倒活動については１．２というの

を採用しております。これは経験的にずっとやってきて、その程度とっ

ておけばそれほど被害がないというような形だと思うんですけれども。

重要度係数を導入するということなんですけれども。地震関係では今の

所導入してやっております。構造物の重要性あるいは地域の重要性なん

かを考慮して重要度係数というのはかけるようになっておりますけれど

も。防波堤なんかではですね、背後に重要な施設がある場合には、重要

度係数というようなもので安全率を割り増しするということではなくて

ですね、外力の方を、例えば５０年確率波で設計するという防波堤通常

いってましたけれども。背後が重要な、例えば備蓄基地を控えているよ

うなところでは１００年確率波で設計するとかですね、そういう形で重

要で係数ではなくて外力の再現期間をあげるという形で対応していると

高

いうのが普通ですけれども。漁港と普通の港湾でですね、何で安全率が
－９７－



同じなのかというと、そのへんは安全率そのものがたぶん経験的に取り

入れられているということで、そのへんが安全率そのものがですね、安

全性の程度をどの程度表しているかよく分からないということもあるか

と思います。もう一つは先程話がありましたけれども、漁港の方は３０

年確率波でやっておられると。港湾の方は一応５０年ということを使っ

ておりますが。ある面では再現期間が違う波を使っているということで、

港湾の方がその分だけ波を大きく見積もっている分だけ重要にみている

のかなという感じはしておりますけれども。

小林：関連してですけれども、確率的な話はよく分かりませんけれども、たぶ

ん３０年あるいは５０年，１００年といっても５０年と１００年では１

割，２割とかそんなオーダーではないかと思うんですけれども。たぶん

３０年にしてもですね、１．５が２．０になるというような数字ではな

いと思うんですが、そこらへんはもうちょっと差があってしかるべきで

はないかと思いますが、そのへんはいかがでしょうか。

高山：安全率というのが先程もいいましたように、今まで長い間の経験の中か

らこの程度の値を取っておけばそれ程防波堤は壊れることはないという

ことの指標みたいなものですよね。その中にはいろいろなばらつきを含

んだもの全部はいっているということになっておりますんで、そういう

ふうに安全率を例えば１．３にしたらどの程度安全率が増すのかという

ことはですね、定量的に分かっていないというところがあって、それを

定量的にだすですね、信頼性設計みたいなものをきちっとやっていく必

要があるのかなという感じはします。そういうふうになれば、例えば重

要なところであればですね、仔細確率を落とすと。小さくするというこ

とで対応できるのではないかと。今の所安全率１．２という形で造って

おりますけれども。それは安全度を表している指標ではないと。どの程

度の安全性を持っているか分からないというところで、落としたり上げ

たりするということがですね、どういう意味があるのかというところが

きちっとなっていないところがあると思うんです。それで先程いったよ

うに、外力の方を再現期間を上げるという形で対応しているということ

だと思います。よろしいでしょうか。

－９８－



試掘段階におけます評価ということなんですけれども。難しさという点

から申しますと、石油が存在しているその地層というのが地表面から数千

Ｍ下にあるというのが第１です。石油があるかないかの前にてすね、そう

いった構造があるかないかといった解釈の難しさが一つありまして、海洋

の場合ですと通常地震炭坑といいますけれども、エアガンによって地震波

を起こして、その反射波を拾ってきてそれを解析することによって地層の

境というものを調査します。それで油が溜まり得るような構造をしている

のかどうかという調査がなされます。それらにつきましてはやはり、現在

のコンピューター等のですね、能力が飛躍的に向上しているということか

ら解析手法等についても実質的にはかなり進歩しているものと考えられま

す。只その構造があって、石油がその中にあるかないかという問題が次に

ございまして、私ちょっと地質的なことに関しては素人なんですけれども。

現在シーケンスストラテイグラフイーという、大陸移動から地球がどのよ

うに動いてきたんだということから油が溜まった年代というんですか、見

つかっている年代の地層というのは白亜紀とかそういった地層に溜まって

いることが多くてですね、白亜紀というのはジユラシックパークという映

画があったと思いますけれども、あの恐竜がいたころ、そういう地層の中

に石油が溜まっていると。ということで、それ以前の時代からの大陸の移

動を含め、またその当時の地球の環境を想定し、そして例えば炭化水素の

基となるものはあっても石油になるまで熟成期間というものがあるんです

が、そのような環境をずっと追っていくような評価手法というのが研究さ

れつつあります。しかしながらやはり試掘ですと、なかなか試掘の成功率

というのは向上しないと。一つには炭坑技術の面から浅いところにあるも

のは発見されやすいと。イメージとしておわかりいただけると思いますが。

現在の炭坑対象というのが水深が深いというだけではなくて、対象輸送も

徐々に浅いものは発見されてきて深いところに進んでいると。ですから地

震炭坑等を実施システムより解析が困難なところに向かっている。もう一

つは大きな揺れというものが、大きくてかつ深度の浅いところにある油田

というものがほぼ探鉱が終了しておりまして、現在チャレンジしていると

ころというものがどうしても構造としても小さいところをねらわざるを得

ないと。そういったものが固まっているのをねらっているのが現状でして、

そういったところから評価技術自体進歩はしているんですけれども実績と

してなかなか操業油田に結びつくような大発見がなされていないと。よる
－９９－
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しいでしょうか。

山崎：資源環境技術総合研究所の山崎と申します。高山さんにお伺いしたいの

ですが、ダイナミックなファクターの影響についてです。ケーソンが活

動したり転倒したりする。かなり波高が高いときに下の基盤に働く圧力

が非常に大きく変化すると思います。その場合に地震の時と同じように、

地震の時に地盤が液状化するとビルが倒れたりするわけですけれども。

それと同じように、圧力の大きな変動で下に入っている例えば砂とがで

すね、それが緩んでですね、それがそのケーゾンの活動なり倒れる原因

になっているかと思うんです。少しでも緩めばたぶん摩擦係数というの

はものすごく急に、瞬間的に落ちると思うんですね。そういう影響はあ

りそうなのか、それともないものなのか。そこをちょっとお聞きしたい

と思うんですけれども。

高山 防波堤の造り方はご存じのように、地盤の上にですね、マウンドを造り

ましてその上にケーソン堤を乗せるという形になります。ですから、マ

ウンドで使う石というのは結構大きいですから空隙もかなりあるという

ことで、そこが液状化するということはないかと思います。ではその下

がですね、どうなるかということなんですけれども。通常の場合、波に

よるような場合ですね、ケーソンが乗ってマウンドがあってそれでかな

り押さえてますから、液状化することはほとんどないんですね。ですか

ら－部マウンドの端の方で波によって液状化して沈むとか、それから消

波ブロック等で造ったような場合ですね、それが波による砂の液状化で

沈んでいくということはいわれているんですけれども。ケーソンのよう

なああいう重いものがですね、上に乗っていますと、かなり押さえつけ

ているということで、そういう液状化はなかなか起きにくいということ

でそれは今の所考えてないんですけれども。それから今回の阪神大震災

でですね、やはり防波堤はほとんど被害を受けていない。ただ被害を受

けたのは沈下がですね、１Ｍぐらい起きているというのはいわれており

ます。今後はそれをかさあげしなければいけないということがあるんで

すけれども、その原因としてまだはっきり分からないんですけれども、

一つは地震による、あそこは地盤が悪いものですからマウンド造る前に

防波堤の部分のですね、粘土等をとりまして、砂を入れて置き換えをや
－１００－



っているんですね。置き換えの厚さが１４Ｍぐらいあると聞いてますけ

れども。その上にマウンドを造ってケーソンを乗せていると。そういう

砂が結局地震によって揺らされて、ある程度締め固まったのではないか

と。液状化というのは形になりますとケーソンそのものもぐっと傾いて

しまうとかということが起きるんですけれども、そういうことは起きて

いないから揺らされてある程度締め固まった可能性があるのではないか

ということを感じています。ダイナミックな力によってですね、砂地盤

が液状化して形態が活動するということは今の所考えてはいないんです

けれども。

山崎：ありがとうございました。

司会：他にどなたかございませんか。どうぞ。

（原田）

麻生：秋田大学の麻生でございます。森川さんにちょっとお聞きしたいんです

けれども。揚鉱システムにはポンプリフトとエアリフトがあるんですけ

れども、ポンプリフトは考えておられないんだろうがということとです

ね、エアリフトにしますと、どうしても揚鉱スピードの調整ということ

から段付きになってしまうと。段付きになったときにですね、今計算し

ておられるのは何段くらいの段付きのパイプで計算しておられるのかと

いうこととですね。それからカルマン渦の解消のためにストライキを使

っておられると。ああいうふうな形にすると完全にカルマン渦というの

は解消できるものなんだろうかということと、ああいうようなストライ

キを使うとですね、効力係数と揚力係数はいくらぐらいになるのかその

へんのところちょっと教えていただきたいと思いまして。

森山：まずポンプリフトのお話ですけれども、実はこれははっきりいってしま

いますとお金の問題がありまして、最初は先程ご説明いたしましたよう

にプロジェクト発足当時は両方でポンプリフトをエアリフト両方でいこ

うという話で進んでいたんですけれども、途中でいろいろ積算して合理

化という話になった時に、ちょっとポンプリフトまで含めてしまうと、

どっちをとるかという話しになりまして、最終的にポンプリフトをやる

よりはエアリフトの方が安いし、他のところでポンプリフトを先程ご説
－１０１－



明いたしました海外でいろいろやっておりますので、そういう意味から

申しますと、エアドレッジの方が能率もかなりいいだろうということか

ら現状はエアリフトー本で進んでおります。ぶっちゃけた話し、お金だ

けの問題というはなしです。先にカルマン渦のお話をしますと、パイプ

のところにストライキを巻けばある程度は抑止はできるんですけれども。

そのほかに先程ご説明しましたように、ケーブルとか空気管とかいっぱ

いついております。そういうことで、通常の裸のパイプを引っ張るより

はかなり渦の発生に関しましては、渦冷視が起こりにくい状態になって

おりますので、全く裸の状態のパイプにストライキを巻いて実際に引っ

張った状態から多少は良くなったところへ他のものもくっついていると

いうことで、今の所は防げるだろうと考えております。効力係数と揚力

係数は、今の所効力係数で、ちょっと数値を明確な数字をここで、ちょ

っと覚えておりませんので後でお知らせいたします。申し訳ございませ

ん。一応パイプの管構成と致しましては、先程ご説明申し上げましたよ

うに、内径に関しましてはほぼ一定の内径をとっております。途中での

段はつかない、ほぼ同じ内径でこうしょう内径という形でいっておりま

す。外形からいいますと、外形の肉厚の段という形でいきますと、四，

五種類のパイプの管構成になっております。内径で段がつくということ

は、逆にいうと、エアリフトからいいますと、段がつきますとそこで圧

力がわつと変わってしまいますので、なるべくつけないでくれという要

求がありますので、一応は内径は一通というふうに考えて頂いて結構で

す。先程申しましたように、応力の関係から外形がだんだん細くなって

いって最後にちょっと太くなったりするという管構成の面から申します

と、四，五種類のパイプを使っているというふうに考えていただいて結

構です。

私も聞いたところによりますと、内径に段をつけるということはあくま

でも揚鉱スピードを調整するんだという話を聞いていたものですからね。

そうすると内径に段をつけないようにすると、揚鉱スピードがですね、

上へ行くほどかなり早くなっていくわけですね。そのへんの調整はどう

いうふうにされるのかということと、そうすると外形段にするというこ

とは、あくまでも応力の緩和ということの意味なんでしょうか。

麻生

－１０２－



先に外形を変えるというのは応力の伝達というか分布を一定にするとい

うことだけです。内径に関しましては、私も今麻生先生の方から初めて

お聞きしたような話しで、我々揚鉱管の方と致しましては、何しろ内径

は段差をつけないでくれというふうな要求がありましたので、そのへん

後でまたお調べしてご連絡いたします。

森山

司会：他にどなたか。

（原田）

大成建設の野口ですけれども、お尋ねします。先程ですね、サバイバル

の話しがちらっとでておりましたけれども、その場合に揚鉱管を引き上

げるというお話でしたが、そのへんのことでですね、一つお聞きしたい

のは、天候の荒れる予測とですね、楊鉱管の引き上げるに要する時間と

いうんですか。そのへんとの関係をちょっと教えていただきたいと思い

野口

ますが。

揚鉱管に関しましては、先程おっしゃられます通り一番良いサバイバル

の回避の方法と致しましては船の上に格納してしまうと。そのときに今

現状の計画ですと、現在の予測の精度と致しまして、－週間前遅くとも

五日くらい前の天候予測はできますと。今現状の計画でみております海

域ですね。実際に実験をやろうとしております海域が台風が発生しやす

い海域でして、その時期を逃そうというのが－つ避けようとしておりま

す。予測の手法と致しましては、五日か六日先まで読めるので、そのあ

いだに引く上げられるようにしましょうということで今進んでおります。

だいたいハンドリングの時間と致しましては、パイプのハンドリング自

体はある意味でいいますと石油掘削の方法と全く同じですから、多少ネ

ジの大きさが違うので、トルクが違うというのがあるんですけれども、

方法としては同じですから。そういう意味でパイプだけ落としていくん

でしたら特に問題ないといいますか、時間的にはかなりはやいというふ

うに考えていただいて結構です。ただし、今回はパイプにいろいろな計

測装置、あるところでの応力ですとかある部分の応力ですとか傾斜です

とか、後空気吹き込みのための圧力計測ですとか、この辺の計測をする

ための計測装置を途中でとりつけなければいけないというハンドリング
－１０３－
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の難しいところがありまして。実際降ろしてみて上げるときにそういう

ものを全部はずしてそれで上げてきますので、そういう意味で時間的に

は今の所はその台風の予測なり天候の悪天候になるまでの予測というも

のがハンドリングの上げられる前の時間におさまるようにという形で今

計画しております。よろしいでしょうか。

司会：それでは清川さん。

（原田）

清）Ⅱ：土木学会所属の清川と申しますけれども、森川さんに教えていただきた

いんですが、一つシミュレーションの方法にちょっと興味があるんです

が、こういう何千Ｍのパイプを引きずったような浮体の動揺というのは

時間領域でシミュレーションされるんですか。

森川：時間領域での積分を行っております。－番理想的な方法と致しましては、

ある海域での不規則波をたくさんかけてそれに対しての統計的予測をや

るというのが一番良いんですけれども。今現状の設計の段階でそれをや

っているのはとても時間といろいろの諸処のプロジェクトの全体の流れ

から致しまして時間がありませんので、とりあえず先程ご説明いたしま

した統計的手法という形で線形重ね合わせという形で今現状考えており

ます。線形重ね合わせのシミュレーションの手法として有限要素法を使

った時間領域での積分を行って解析をしております。

清川：ちなみに浮体動揺振幅とパイプの振幅はどれくらいのオーダーなんです

か。

清川：浮体そのものの動揺振幅と、それからその採鉱管の動揺振幅というのは

オーダーというのはどの程度なんですか。

森川：基本的に採鉱船に揚鉱管が付いていますので、浮体が揺れれば揚鉱管は

揺れるというふうに考えて結構です。

清川：ただ長いので相当．

－１０４－



森川：そういう意味でいえばそれはあります。上の方で１Ｍ揺れたからといつ

て、－番下の方で１Ｍ全く同じ動揺周期で揺れるかというとそれはあり

ません。そのへんは各周期ごとにそれぞれの応答が違ってきますので、

上で１Ｍ揺れて下で数十ＣＭとかいうオーダーまではあります。

もう一点よろしいですか。採鉱時には何千Ｍのパイプの中を結局マンガ

ン団塊と海水ですか、それがどれくらいの速度であがるのかよく知らな

いんですけれども、何千Ｍということは運動量としては相当大きくなる

と思うんですが、そういったようなパイプ内を動いている砂の運動量の

影響というのは今のそのシミュレーションには取り入れられているんで

すか。

清川

現状の我々の使用しておりますシミュレーション手法のなかでは、内部

流体の動きというものは考慮しておりません。そのへんについては全体

の運動という形で強度という面からみておりますので、ちょっと中には

森川

入っておりません。

清川：相当大きくなるとは考えられない。

森川：今の所は、これは私の所見なんですけれども、それほど、最初の初期の

時にはぼ－んという形であるんでしょうけれども、うまくあがれば石と

かそれと空気が一緒にあがってきますのでそれほど大きな、フレキシブ

ルのパイプなんかですとかなり大きな影響があると思うんですけれども、

リジットなパイプを使っておりますのでそれほど大きな影響はないかと

思っております。

清川：分かりました。どうもありがとうございました。

司会：他にどなたかおられますか。

（原田）

？：先程の麻生先生の質問をぶり返すようで恐縮なんですが、さっき先生は
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スピードがあがるはずだということをおっしゃったのは、エアの膨張の

せいであがるんだと思うんですが、それに関係して内径の調整はしてい

なくてもですね、エアを抜くというようなことはやっていないんでしょ

うか。

森川：エアを抜くというのは上で。上の方ですか。上の方でエアを抜くことは

やっています。私もちょっと明確には分からないんですけれども、おっ

しゃるとおりかなりのスピードであがってくるそうです。それを上の方

で最終的には空気と水とマンガン団塊ですね、それを分離するというと

かなり大きな分離装置がついております。

ちょっと予定の時間をオーバーしましたけれども。まだまだご質問も多

かろうと思いますが、この後すぐ「飲みニケーションの場」で－つ議論

を続けていただければ幸いと思います。長時間にわたってご議論いただ

きましてありがとうございました。先生方のご講演大変ありがとうござ

司会

（原田）

いました。拍手を持って、総合討論を終わります。
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第１１回海洋工学パネル閉会の辞

只今ご紹介いただきました、副委員長の岡野でございます。最後にご挨

拶とご報告を申し上げます。

本日は早朝より第１１回のパネルにご参加いただきまして、まことに

ありがとうございます。特に午前中総括的なお話をしていただきました

３人の講師の先生方、それから午後はいわば具体的な問題に対して４人

の講師の方が有益なお話を下さいまして、また熱心な討論にご参加を皆

様から頂きまして、まことにありがとうございました。謹んでお礼を申

し上げます。本日の講演内容と討議の内容につきましては、前回もそう

だったんですけれども、後日プロシーディングスの形で皆様のお手元に

郵送で届きますのでお待ちになっていただきたいと存じます。それから

本日の参加者の数は８０名ということでございました。毎回に比べると

ちょっと少ない感じなんですね。実はこの会はご存じのようにクローズ

ドの会でオープンではないんです。興味をお持ちの方にあらかじめご連

絡申し上げるという形を取っているわけですね。ダイレクトメールのよ

うな形で。今回途中の運営委員会でやや少な目ではなかろうかというこ

とで、もう少し多くの方にご案内差し上げて増やすようにということを

やったんですが、結果的には８０ということでした。これはやはり安全

率をみてやることなんでしょうけれども、難しいことだなと思いまして、

今日の話とも関係あるんではなかろうかと思っているんですが。朝、佐

久田先生が100名というのがクリティカルな数だとおっしゃったんで

す。ですから今回はやや厳しい状況であるということを申し上げたいん

です。１００名というのでもですね、佐久田先生はおっしゃらなかった

んですが、実はこういう会場を、佐久田先生をはじめ日大の関係者の方

々から提供していただいているので何とかやっていけるという、そうい

う状況なんです。過去もずっとそうだったんですが、そういった日大の

方々のご厚意でやっていけているというのを佐久田先生のお話を補うよ

うな形で私の方から申し上げると共に、佐久田先生にはお礼を申し上げ

たいと存じます。

それから今回のパネルのタイトル、「海洋構造物の信頼性工学」とい

野岡
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うことなんですが、私は過去に信頼性工学の読み物をちょっと読んだこ

とがあるんですが、そこでなぜ信頼性工学なのか。たまたま朝のお話に

もありましたけれども、ジャンボジェット機の信頼性工学について一般

書だったんですね。プルーパックスで非常に簡単に、わかりやすく書か

れている本だったんですが。そこに最初に書かれていたことをちょっと

思い出したんですが、なぜ信頼性工学なのかと。ジャンボジェット機と

いうのが今や我々の非常に身近な乗り物になっていて、日常生活に入り

込んでいろ。みなさんも飛行機を使ってこのパネルにご参加下さった方

もいらっしゃると思うんですけれども、そういう形で日常の、とにかく

生活に入り込んでいるものです。だからこそ信頼性工学が必要になるん

だと。また信頼性工学がジャンボジェット機について非常に発展してい

るんだということが書かれていたんですが、そういう意味で本日の海洋

建築を含めた海洋構造物がですね、ジャンボジェット機が我々の生活の

中に入り込んでいるように、非常にポピュラリティーを持つような状況

が近い将来くるということを期待しつつ、本日の閉会の挨拶とさせてい

ただきたいと存じます。

それから最後にご報告ですが、引き続き今も原田先生からご報告があ

りましたけれども、懇親会があるわけですね。飛び入り大歓迎ですので、

会費３千円でまだ申し込んでいない方は是非参加していただきたいと存

じます。以上でございます。

どうもありがとうございました。
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